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午前１０時００分 開議   

○議長（小比類巻正規君） おはようござい

ます。 

 出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。 

 これより、本日の会議を開きます。 

 本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。 

───────────────── 

  ◎日程第１ 市政に対する一般質問 

○議長（小比類巻正規君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。 

 お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。 

 佐々木卓也議員の登壇を願います。 

○３番（佐々木卓也君） おはようございま

す。 

 市民クラブの佐々木卓也でございます。質

問に入ります前に、議長のお許しをいただき

まして、一言御挨拶を申し上げます。 

 私は、本年３月の市議会議員選挙におきま

して初当選させていただきました。この場を

おかりいたしまして、深く感謝の意を表する

とともに、議員として、市民の幸せ実現のた

め、そして我が郷土三沢市の発展のため、誠

心誠意頑張る所存でありますので、どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

 それでは、通告に基づきまして一般質問を

させていただきます。 

 まずは、第１点目の老朽水道管の耐震化及

び持続可能な水道事業の実現についてお伺い

いたします。 

 本年５月の新聞紙上で、地方都市水道料金

値上げ次々という大きな見出しが目に飛び込

んでまいりました。人口の減少により負担者

が減る一方で、老朽化した水道管の取りかえ

費用がかかるためで、全国約１,２００の水道

事業体の経営データを分析した結果、大半で

料金の値上げが必要になり、６００の事業体

では、３０％以上の値上げが必要であると推

計し、そのためには、住民との丁寧な話し合

い、そして住民も関心を持つことが必要であ

るとの内容でありました。 

 私は、三沢市の強みの一つとして、自他と

もに認める安くておいしい安全な水は、市の

プロモーション活動を行うに当たり、一つの

大きなアピールポイントと考えており、ま

た、市民生活や社会経済活動において不可欠

で、重要なライフラインとして、その安定供

給のため、水道施設の安全性の確保を図って

いかなければなりません。 

 三沢市はこれまで、平成２５年度に新たな

第１配水場を建設し、また、現在、老朽化が

著しい第３配水場の更新計画を進めていると

ころでありますが、老朽化した水道管の耐震

化への更新も水の安定供給には不可欠なもの

であり、重要課題の一つであります。 

 また、平成２０年度策定の三沢市水道ビ

ジョン、これは三沢市の水道事業の将来像を

描いたものでありますが、この計画期間が平

成２９年度までとなっています。 

 そこで、次の３点についてお伺いいたしま

す。 

 まずは、三沢市の老朽水道管の延長及びそ

の全体に占める割合、また、水道管の耐震化

率と、その全国平均についてお伺いします。 

 次に、今後の水道管の耐震化計画につい

て、その財源の見通しを含めてお伺いしま

す。 

 ３点目ですが、冒頭でも申し上げましたと

おり、人口減少社会における持続可能な水道

事業の実現に向けては、住民との丁寧な話し

合いが必要となります。平成２９年度には水

道ビジョンの計画期間が終了となりますが、

今後の耐震化計画の策定も含め、持続可能な

水道事業の実現に向けた住民理解促進のため

の取り組みについてお伺いいたします。 

 次に、第２点目のごみの減量化への取り組

みについてお伺いいたします。 

 私たちはこれまで大量生産、大量消費、大

量廃棄の社会システムのもとで、たくさんの

ものに支えられた、大変便利で豊かな生活を

送ってきましたが、その一方で、地球上の限

りある資源やエネルギーを大量消費するとと
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もに、大量のごみを生み出し、天然資源の枯

渇、環境破壊、廃棄物処分場の不足など、さ

まざまな問題に直面しています。 

 これらの問題を解決するために、私たちに

求められているのが循環型社会づくりであり

ます。 

 循環型社会とは、廃棄物等の発生を抑制

し、廃棄物等のうち、有益なものは資源とし

て活用し、使えないごみはきちんと処分を行

うことで、天然資源の消費を抑制し、環境へ

の負荷をできる限り減らす社会のことであり

ます。 

 平成２６年６月に策定された三沢市一般廃

棄物処理基本計画の中でも、環境により負担

の少ない循環型社会を構築し、快適な生活環

境の実現を図ることが何よりも急務である旨

記載されており、特に、依然として家庭系ご

みの排出量が減少していないごみ処理対策や

焼却炉の劣化、施設全体の老朽化などの課題

を抱えていることから、将来にわたる一般廃

棄物処理の最適化を行う必要があります。 

 ここで、青森県のホームページによれば、

直近の平成２６年度の統計によると、青森県

の県民１人１日当たりのごみの排出量は１,０

４６グラムと、全国平均の９４７グラムを大

きく上回り、また、リサイクル率は１３.５％

と、全国平均の２０.６％を大きく下回ってい

ます。 

 青森県は本年３月に、平成２８年度ごみ減

量・リサイクル緊急強化対策アクションプロ

グラムを策定し、「もったいない青森」県民

運動を県民総参加で取り組み、全国下位レベ

ルからの早期脱却を目指すとしています。捨

てればごみ、分ければ資源になるごみの処理

にお金をかけるというのは、本当にもったい

ない話だと思います。 

 三沢市は、一般廃棄物処理基本計画の中

で、平成３５年度を目標年次として、市民１

人１日当たりのごみの排出量については、短

期的目標として、平成２８年度１,０２２グラ

ム、中期的目標として、平成３０年度１,０１

９グラム、そして平成３５年度には９７４グ

ラム、また、リサイクル率については２５％

の数値目標を掲げています。 

 そこで、次の３点についてお伺いいたしま

す。 

 まず、市民１人１日当たりのごみの排出量

とリサイクル率について、計画策定前と策定

後の数値の推移についてお伺いします。 

 次に、２点目ですが、実際のところ、計画

が動き出した時点での実績でありますが、現

時点での、その結果の評価についてお伺いし

ます。 

 最後に、目標達成に向けて、何を課題とし

て捉え、その課題を解決、克服していくため

に、今後どのように取り組んでいくのか、お

伺いします。 

 以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほどよろしくお願い申し上

げます。 

○議長（小比類巻正規君） ただいまの佐々

木卓也議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。 

 市長。 

○市長（種市一正君） おはようございま

す。 

 ただいまの佐々木議員御質問の持続可能な

水道事業の実現についての第３点目、水道事

業への住民理解の促進については私から、そ

の他につきましては担当部長からお答えをさ

せますので、御了承願いたいと存じます。 

 水道事業では、人口減少等に伴う料金収入

の減少や施設の老朽化に伴う更新費用の増加

により、今後の経営環境は厳しさを増すもの

と想定されております。 

 当市におきましても経営の効率化や料金体

系の見直し等による経営健全化への取り組み

の強化が必要となっており、現在の三沢市水

道ビジョンが、議員おっしゃるように、平成

２９年度で計画期間の終了となりますことか

ら、これを検証し、水道施設の拡張、改良、

更新など、今後の取り組み事業内容の根幹に

関する長期的、総合的な計画である水道事業

基本計画を来年度に策定する予定でありま
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す。 

 この計画では、水道施設の長寿命化計画、

耐震化計画のほか、収支均衡を図りながら、

安定的に事業を継続していくための財政運営

計画となる経営戦略も組み込み、持続可能な

実効性のある計画としたいと考えておりま

す。 

 また、基本計画を策定し、推進していくた

めには、水道事業の現状や施設の更新の必要

性、財政状況等について、市民の皆様の御理

解を深めていただく必要がありますことか

ら、出前講座等を活用しての説明会や施設見

学会の開催、市の広報紙、マックテレビジョ

ン等を通じまして、積極的な情報提供に努め

るとともに、水道委員会やホームページ等で

広く意見を伺いながら、将来的に安心で安全

な水の安定的な供給が可能となる水道事業

を、市民の皆様とともに推進してまいりたい

と考えております。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（小比類巻雄一君） 御質問

の第１点目、老朽水道管の延長及びその全体

に占める割合、また、水道管の耐震化率と、

その全国平均についてお答えいたします。 

 将来にわたって安心・安全な水を安定的に

供給するためには、老朽化した施設の計画的

な更新により、平常時の事故率を低減し、施

設の耐震化率を向上することが必要でありま

す。 

 当市では、現在、平成２０年度に策定しま

した三沢市水道ビジョンによる水道施設の耐

震化計画に基づき、配水場を含めた貯水施設

の更新事業や、年間約３キロメートルの老朽

管等の布設がえ工事を実施しております。こ

れにより、平成２７年度末時点での水道管の

全延長約２９１.２ キロメートルに対し、布

設後４０年以上を経過した老朽管の延長は約

６６.８ キロメートルとなり、全体に占める

割合としては約 ２２.９％となっておりま

す。 

 また、水道管の耐震化率についてでありま

すが、現在、厚生労働省が公表しておりま

す、基幹的な水道管の耐震化率の全国平均

は、平成２６年度末現在３６％となってお

り、これに対する当市の管径１５０ミリメー

トル以上の基幹的な水道管の耐震化率は５４.

７％となっております。 

 次に、第２点目の今後の水道管の耐震化計

画及び財源の見通しについてお答えいたしま

す。 

 現在の耐震化計画は、平成２９年度までの

計画として実施しており、全国平均を上回る

実績となってはおりますが、施設の現状を見

るに、早急に対応を要する耐震性能が特に低

い石綿セメント管が約１１.５キロメートル

残っており、また、管路全体では３７.１％の

耐震化率にとどまっていることから、これら

についても耐震化の取り組みを強化していく

ことが必要となっております。 

 そのため、平成３０年度からの次期耐震化

計画の策定に向け、これまでの現状把握と分

析を行い、計画の見直しと財源確保のための

方策を検討することとしておりますが、施設

の耐震化には多額の費用を要することから、

今後は、これまでの国庫補助金以外にも活用

できる財源の確保に努め、計画の進捗を図っ

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（繫 範雄君） ごみ減量化

への取り組みについての第１点目と第２点目

につきましては、あわせてお答えいたしま

す。 

 平成２６年６月に策定されました三沢市一

般廃棄物処理基本計画は、平成２６年度から

平成３５年度までの１０年間を計画期間とし

ており、平成２８年度までの３年間を短期計

画目標年次とし、１人１日当たりのごみの排

出量を１,０２２グラム、平成３０年度に、中

間目標年次とし、１,０１９グラムとそれぞれ

目標値を定め、ごみの減量に取り組むことと

しております。 

 ごみの排出量につきましては、燃やせるご
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み、燃やせないごみ、そして資源ごみの総量

が三沢市民の排出量となります。三沢市民１

人１日当たり排出するごみの過去５年間の推

移でありますが、平成２３年度は１,０９４グ

ラム、平成２４年度は１,０９３グラム、平成

２５年度は１,０９８グラム、平成２６年度は

１,１２１グラム、平成２７年度は１,１３２

グラムと増加しております。 

 リサイクル率につきましては、平成２３年

度は１０.２％、平成２４年度は９.９％、平

成２５年度は９.０％、平成２６年度は９.３

％、平成２７年度は９.３％となっておりま

す。 

 当市では、リサイクル率向上を目指し、平

成２７年度から、燃やせないごみなどで出さ

れた小型家電についてリサイクルを始めまし

たが、その他の資源ごみにつきましては、大

型スーパーでの回収や地域活動による集団回

収が行われており、当清掃センターに直接搬

入させる資源ごみの量は年々減少しており、

リサイクル率は横ばいで推移しております。 

 以上のことから、ごみの減量化に当たって

は、燃やせるごみの減量が課題であると考え

ております。 

 次に、第３点目の目標達成に向けた今後の

取り組みについてお答えいたします。 

 清掃センターに排出される燃やせるごみの

ごみ質を見ますと、平成２７年度実績で、

紙、布類が４６％、厨芥類、台所から出る野

菜くずや食べ物の残りのごみでありますが、

１７％と割合が高くなっており、特に紙ごみ

につきましては、３０％程度が資源ごみとな

り得るものであります。 

 当市といたしましては、青森県が平成２０

年度から展開している「もったいない・あお

もり県民運動」の中で、ごみの減量とリサイ

クル率向上のために取りまとめた、ごみ減

量・リサイクル緊急強化対策を踏まえ、県と

連携を図りながら、特にリサイクル率が悪

く、燃やせるごみとして収集されている雑紙

の資源回収強化や食品の食べ切り、食材の使

い切り、食品残渣の水切りの３切り運動の取

り組みによる生ごみの減量化など、広報啓発

強化に努め、基本計画に掲げた１人１日当た

りのごみ排出量の数値目標達成に向け、実践

してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 佐々木議員。 

○３番（佐々木卓也君） 御答弁ありがとう

ございました。 

 再質問については、２点目のごみの減量化

についてさせていただきたいと思いますが、

その前に、第１点目の持続可能な水道事業の

実現への取り組みについてということで、今

後、来年度、水道ビジョンや耐震化計画を含

めた水道事業基本計画を策定するということ

でありました。その中には、経営健全化のた

めに水道料金体系の見直しも含むということ

でありますので、今後は、先ほど市長から

も、いろいろな機会を捉えてということで

おっしゃっておられましたが、あらゆる機会

を捉えて、市民の皆様に関心を持っていただ

くこと、そして、話し合い等を通じて、御理

解いただきながら、しっかりと進めていただ

きたいと思います。 

 それでは、ごみの減量化についての３点目

の今後の取り組みについて再質問させていた

だきます。 

 今伺いましたところ、なかなか目標達成に

は、ごみの排出量、リサイクル率のどちらも

結構厳しい数値だったと感じました。 

 そこで、再質問ですが、家庭から排出され

るごみの、全国的には、約３０％を占める生

ごみの量というふうに出ておりましたけれど

も、三沢市の場合、今の答弁で、１７％ぐら

いというふうなことでの生ごみの減量につい

て、資源の分別とあわせまして、ごみの減量

には欠かせないわけでありまして、私は、全

国的に見ても、多くの自治体で導入されてい

る電動式家庭用生ごみ処理機購入費に対する

補助金制度も、燃えるごみに対しての有効な

減量効果があるものと考えております。生ご

みを処理することにより、ごみの減量化にあ

わせて、立派な堆肥へと生まれ変わる機器の
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購入に対する補助金制度の導入について、検

討してはいかがでしょうか、お伺いいたしま

す。 

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（繫 範雄君） 佐々木議員

の再質問で、生ごみ処理機への助成はどうだ

ろうかという再質問に対してお答えいたしま

す。 

 先ほども答弁いたしましたけれども、ま

ず、ごみの減量化に向けての策として、ま

ず、３切り運動に重点を置いて、なおかつ、

食品ロスなども含めた生ごみの減量化という

形も重点的に進めてまいりたいと思います。 

 生ごみ処理機につきましては、価格的なも

のをいいますと、２万円から１０万円を超え

るものが市販されております。県内でもある

程度、１万円から２万円という上限で助成し

ているところもございます。 

 先ほども答弁いたしましたように、減量化

ということにやはり重点を置いて、ある程度

展開を進めてまいりますけれども、助成制度

そのものにつきましては、現在、処理機その

ものが安くて、かなり一般家庭にも普及する

のではないかというものもだんだん出始めて

きております。そういうものも幅広く検討し

てまいりたいと、そのように考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 以上で、佐々木

卓也議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 山本彌一議員の登壇を願います。 

○１６番（山本彌一君） １６番市民クラブ

の山本彌一でございます。 

 本日は、政治姿勢問題、そして農業問題、

さらには行政問題の３点を一般質問させてい

ただきます。それでは、通告順に従いまし

て、順番を追って質問します。 

 まずはじめに、政治姿勢問題からでありま

す。 

 国の地方創生は、行政が一つの目的意識に

よるビジョンと、これを達成する計画性を求

めております。そのためには、本市の特性を

生かす政策の選択と、その優先順位を定め、

これまでの総花式を排除しなければなりませ

ん。よって、躍動感を与える、きらめくまち

づくりを目指す目玉が絶対欠かせない条件で

あります。 

 この国の地方創生は、地方の創造的な発展

が競って推進されていく時代であります。こ

の時代の要請に対し、よく応えるか否かは、

実際に行政を担当する首長をはじめ、職員諸

氏がいかに情熱を傾け、どう持てる能力を発

揮するかに、その全てがかかっていて、地方

自治が果たす役割は極めて大きいものがあり

ます。 

 本日は、このことを踏まえ、本市の地方創

生への取り組みについて質問します。 

 我が国の地方自治制度は、戦後７０年余り

刻み、制度的に安定化し、住民も理解し、自

治意識が高まろうとしております。 

 しかし、実際の運営になると、幾多の問題

を抱え、どこの首長も住民の福祉向上を叫

び、住民参加を主張して、地域懇談会を開催

し、明るい行政を推進する基本姿勢をとりな

がら、だが、具体的な行政手法となると、い

まだ十分な成果を上げるに至っていないのが

実情であります。これは、船長が大きな声を

出しても、船員があちらを見たりこっちを見

て、持てる力を出さないようでは、本市の三

沢丸が順風に乗って船出することが難しいで

あろう。 

 国の地方創生は、これまでの国の指示に

従って受動的に行われてきた地域振興策では

なく、それぞれの地域の資源を生かし、地元

にあるものに工夫を凝らし、そこから地域づ

くりの方向性を打ち出し、個性あるまちづく

りのために何をなすべきか、みずからの知恵

を絞り出して、実現を図ることにあります。 

 そのためには、みずからの知恵とみずから

の手で掘り起こし、これまでの守りの行政か

ら攻めの行政へ転換を図らなければなりませ

ん。本市にとって最も大きな組織体は市役所

であり、人材や財政力及び情報の収集力と情
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報を発信する能力を兼ね備えた、いわば大企

業であります。この拠点、つまり、核が地域

振興の先頭に立つことなく、単なる事務屋と

なって、閉鎖的で消極的に陥るならば、地域

における人づくりや職員の活性化及び内発型

事業等が期待できないでしょう。 

 国の地方創生に向けて、今後、急がなけれ

ばならないことは、持てる豊富な情報と人材

を総動員して、本市の産業の方向性や地域開

発をはじめ、外部に開かれた風土づくりや交

流人口の確保など、地域経営という視点に

立った本市のシンクタンクとして、その機能

が十分に発揮できるか否かに、その全てが

係っております。 

 したがいまして、独創的なオリジナルのア

イデアはもとより、民間企業からの学びで、

本市の地域に合う形に練り直し、その波及効

果を導く発想が、今日ほど役所に期待されて

いる時代はございません。この国の地方創生

は、一方では、競争の時代と言われていると

ころでもあります。 

 したがいまして、どんな事業を選択し、い

かに創意工夫を発揮してまちづくりを行う

か、知恵の回る自体とそうでない自治体に色

分けされ、格差が見られる時代とも言われて

います。これまで、国や県の通達、指導に甘

んじてきた体制を改め、さらに味つけして、

まちづくりの施策として、それぞれの自治体

が努力し、我が国の全体が反映する、いわゆ

るこれまでの上意下達から下意上達の時代が

始まっております。職員の一層の自覚と奮起

を願ってやみません。 

 そこで、市長の指導力と職員のシンクタン

クへの取り組みを、まずはじめに答弁を求め

るものであります。 

 次に、農業問題の農協の体質改善について

お尋ねをいたします。 

 本市の農業は、国の減反政策で３０％以上

に及ぶに減反を余儀なくされ、既に専業農家

は経営が苦しくなり、半ば耕作を放棄してい

て、担い手も希望を失って他産業に就職を

し、後継者なしとなってきているのが本市の

農業の実態であり、存続さえ危うくなってき

ております。 

 農協は、戦前まで政府の統制下請機関と

なっていた農業会が解体し、昭和２３年に農

業協同組合法が公布され、農民の経済的地位

の向上を目的とし、信用事業と購買事業のほ

か、販売事業と生産事業を行うことになり、

今日まで多くの農民は期待と希望を膨らませ

てまいってきております。 

 米価は、所得補償方式で策定され、しかも

全量政府が買い上げとなって、米をつくれば

つくるほど農民は豊かになり、結果、農民と

農協の懐ぐあいがよくなり、農協は販売事業

を拡大し、大型マーケットやガソリンスタン

ド、そして葬祭事業と結婚式等にも乗り出

し、一般商人と、また商社等と競合するまで

に相なり、農協本来の使命や価値観を見失っ

てこなかったのか疑問を感じるものでありま

す。 

 かつて、農学博士の横井氏は、「農学栄え

て、農業が滅ぶ」という言葉を残しておりま

す。つまり、農民の心吸えない学問はいかに

盛んになっても、農民と遊離しては何の役に

も立たないと、この言葉は、今日の農協経営

にも当てはまらないのか。 

 一方、近代農業といっても専業農家は少な

く、担い手の後継者は兼業の片手間農業者と

なり、中には、大型トラクターや農機具など

を所有していても減反をし、耕作もせず、稼

働率は悪く、機械貧乏だけが目立ち、明るい

話題は少ないのが実情であります。 

 農協は、この間、減反政策に協力をし、農

協独自の技術改革にどれほど力を入れてきた

のか疑問を感じます。みずからの施策を掲げ

ることもなく、先行き不透明な政策に翻弄さ

れ、安易な補助金に依存し、従来の商業主義

に走り、これが結果的に、つくる自由、売る

自由という、これまでの過保護の農政から激

しい競争社会へ放り出されることに相なりま

した。こうした実情の中で、今日の農協の体

質改善が緊急の課題となってきているところ

であります。 
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 それぞれの地域には独自性が潜在しており

ます。これを掘り起こして、アイデンティ

ティを売る時代で、その知恵が農協自体にあ

るのか否かが問われる時代であります。そこ

には、農業を愛する人々の挑戦する勇気が重

要であります。農協に期待されるのは、独自

の施策を掲げ、その指導力と農民自身の持っ

ているエネルギーの活用であります。いわ

ば、この農協の体質改善なくして、農協の存

在はあり得ないと言ってよいでしょう。 

 近年、農協経営の合理化等の名のもと、大

合併が各地で見られるが、問題は、これまで

の体質のまま、大きな風呂敷に包んで、ゆが

んだ体質をほって、改革改善を第２とするな

らば、何のための合併かと批判を受けること

に相なります。規模が大きくなれば官僚主義

ははびこり、農民の声が届かない懸念が予想

されます。 

 本市にとって、農業と農協の技術発展を抜

きにして語ることができません。今後、どう

農協と一体となって、本市の農業発展を目指

すか、答弁を求めるものであります。 

 次に、行政問題の１点目、姉妹都市交流事

業についてお尋ねをいたします。 

 本市を取り巻く社会経済状況は決して恵ま

れてばかりではありません。だが、国際化の

進展は、人々の発想の転換を促しつつありま

す。近年、各地域へ、まちづくりのトレンド

で最も重要視されているのが、地域の国際化

であると言われてきております。 

 地域の国際交流で重要なのは、まず、交流

目的と、その内容の取り組みであります。各

地域での主なる国際交流の目的は、異文化に

接触することによる触発効果やカルチャー効

果、そして覚醒効果によって、人材育成や産

業育成を図るとか、お互いの友好親善を深め

合うというような事例が多く見られます。 

 問題は、国際交流という、何か国際色あふ

れる事業等の取り組みをしなければといっ

た、目的意識のはっきりしない情緒的国際交

流であってはならないという点であります。 

 最近の国際交流の内容は、姉妹都市交流及

び経済交流や文化交流をはじめ、留学生支援

や人的交流並びに経済交流のほか、スポーツ

交流やホームスティ交流など、その形態は多

様であります。 

 しかし、現在は、単に親善を深めるという

ことにとどまらず、ビジネスの要素を加味し

たり、あるいはビジネス交流それ自体を出発

点とするものがふえて、まさに地域振興と絡

め、いわば、まちづくりの起爆剤にしようと

いう傾向が見られ、いわゆる交流から創造へ

と方向を進化させていくことが、今後の本市

のウエナッチとの交流の鍵となります。 

 特に、ウエナッチバレーとの姉妹都市交流

活動においては、これまでのような儀礼的な

親善大使の交換といったパターンの繰り返し

では、もはや交流活動の発展性が期待できな

くなるおそれがあります。つまり、お互いの

まちづくり、すなわち、生活とか環境並びに

産業など、経済の発展向上を目指して、お互

いの知恵やノウハウを交換しようという形で

の方向転換を図っていくべき時代に入ったと

認識をいたすものであります。 

 したがいまして、本市のウェナッチバレー

との姉妹都市交流が、従来のようなやや均一

的な交流にとどまってきていることを突破し

なければなりません。今、本市の姉妹都市交

流は、まちづくりの知恵と実効を上げるため

の地道な努力が問われている難しい正念場を

迎えております。この試練を打ち破ることに

よって、はじめて新しい国際交流の展望も必

ずや開けるものと信ずるものでもあります。 

 この９月下旬には、市をはじめ、姉妹都市

使節大使がウェナッチバレーとの交流に行く

と聞き及んでいるが、今回の交流目的と内

容、姉妹都市交流を通じて、教育や産業経済

の分野で両都市の発展が期待できると思う

が、今後のウェナッチバレーとの姉妹都市交

流の活性化に向け、どのような総合的なアプ

ローチに取り組んでいかれるのか、市民も大

きな期待を寄せておりますので、答弁を求め

るものであります。 

 次に、行政問題の２点目、参議院選挙の取
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り組みと結果についてお尋ねをいたします。 

 選挙管理委員会の仕事は、投票事務と開票

事務のほか、広報啓発の三つに分かれている

ところであります。 

 問題は、投票率が全国的に低くなってきて

いる点であります。この投票率向上に向け、

有権者にどう投票所に足を運んでもらうかが

取り組みの大きな課題であります。 

 青森県選挙管理委員会では、投票率の向上

に向け、投票率のアップが見られる期日前投

票所の増設に取り組むことを進めてまいって

きているところでもあります。 

 私は、平成２７年度の第４回定例会での一

般質問に対し、当局は、期日前投票所の増設

の取り組みについて、先進地視察や状況調査

の結果を踏まえ、期日前投票所の増設に取り

組むという内容の答弁でありました。 

 しかし、３月実施された三沢市議会議員選

挙、そして、今回７月に実施されました参議

院議員選挙においても、その実現が図られ

ず、大きな期待を抱かせる答弁内容であった

ため、まことに残念でなりません。 

 そこで、お尋ねしますが、なぜ投票率アッ

プに向けた期日前投票所の増設が見送られて

しまったのか、一体その理由は何か、お答え

を願いたいと思います。 

 また、今回の７月に実施された参議院選挙

から、新たに１８歳以上の方が投票ができる

ようになりました。本市の１８歳以上の投票

行動はどのような結果になったのか、お伺い

をいたします。 

 そして、本市の選挙管理委員会で、今回の

参議院選挙の結果の総括をどうまとめている

のか。はたまた、今後の選挙の投票率アップ

へ向け、期日前投票所の増設の見通しや取り

組みについて答弁を求めるものであります。 

 答弁内容によって、再質問を保留して、以

上で、私の一般質問を終わります。 

○議長（小比類巻正規君） ただいまの山本

彌一議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の政治姿勢問題については私から、そ

の他につきましては副市長、選挙管理委員会

委員長職務代理者並びに担当部長からお答え

をさせますので、御了承願いたいと存じま

す。 

 御質問の政治姿勢問題の地方創生への取り

組みについてでありますが、人口減少は、国

と地方にとって大きな問題であり、国立社会

保障・人口問題研究所によりますと、２０６

０年の三沢市の総人口は２万５,３７７人まで

減少すると推計されております。 

 このような中、当市では、昨年度、２０６

０年の将来展望人口を３万２,８１０人とする

三沢市人口ビジョンと、平成３１年度までの

政策目標や施策の基本的な方向を示した三沢

市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定

し、地方創生の取り組みを開始したところで

あります。 

 この総合戦略に掲げた目標の達成を目指し

て、今年度の組織改編では、政策調整課内に

地方創生にかかわる施策の総合的な推進を図

る総合戦略室を設置するとともに、広報広聴

課内に、当市の魅力を積極的に発信する市政

プロモーション推進係を設置しております。 

 また、具体的な施策といたしましては、人

口減少対策として、今年４月から、三沢市内

に宅地や住宅を購入し、新築する方に対しま

して、最大３００万円を助成する三沢市住宅

取得支援事業助成金を交付しております。７

月末現時点での申請数は６４件で、そのうち

市外からの移住が１０件、４０歳未満の申請

が４３件となっております。 

 このほか、地域経済のかなめであります金

融機関との連携を強化するために、７月６日

に、三沢市金融団に所属する四つの金融機関

と、地方創生に係る包括連携協力に関する協

定を締結し、企業育成や創業支援のほか、市

民の健康づくり、子育て、教育など幅広い分

野で連携事業を実施することとしておりま

す。 

 今後につきましては、地方創生にかかわる
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取り組みをさらに推進するために、庁内にプ

ロジェクトチームの設置等を検討するととも

に、有識者のアドバイスも得ながら、時代の

変化に対応した施策を展開してまいりたいと

考えております。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 行政問題の第１

点目、姉妹都市交流についてお答えいたしま

す。 

 まず、今回のウェナッチバレーの使節団の

派遣内容でございますが、今年度は、９月２

８日から１０月７日までの１０日間の日程

で、種市市長を団長に、大人の団員９名、中

学生大使１２名、総勢２１名での訪問予定で

ございます。 

 現地では、歓迎行事をはじめ、東ウェナッ

チ市の「翼と車輪の祭り」に参加して友好関

係を深めるとともに、農産物の視察として、

リンゴ果樹園での試食による品種の違いを体

験するほか、看護や農業の分野を得意とする

ウェナッチバレーカレッジを訪問し、日本語

を習得する学生との相互交流により、語学へ

の興味や関心を高めることとしております。 

 次に、今後における姉妹都市交流の展望で

ございますが、先月はじめて実施いたしまし

た、市内高校生を対象とするウェナッチバ

レーカレッジ英語研修派遣事業を継続するな

ど、三沢市姉妹都市委員会の委員の皆様の御

意見を拝聴しながら、これまで長年培ってき

た姉妹都市関係を基盤とした国際的な人材育

成に一層力を入れてまいりたいと考えており

ます。 

 また、経済分野においては、民間同士での

経済交流が活発化されますように、まず、ア

メリカでの輸出入の現状を学ぶため、昨年度

から輸出されている当市自慢のごぼう茶が並

ぶシアトルの日系スーパー宇和島屋の視察を

組み込むなど、今後、姉妹都市における経済

交流を希望する市内の民間事業者があれば、

市といたしましても側面的に支援してまいり

たいと考えております。 

 いずれにいたしましても、姉妹都市交流を

基盤に、芸術、スポーツ、教育、経済など、

将来にわたりさまざまな分野での発展が期待

できますことから、これからも時代のニーズ

に合わせた形で対応し、より効果的に、そし

て交流から創造へとの実現できますように心

がけてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 選挙管理委員会

委員長職務代理者。 

○選挙管理委員会委員長職務代理者（沼田 

巌君） 行政問題の２点目、参議院選挙の取

り組みと結果についてお答えいたします。 

 ７月執行の参議院選挙に向けて、期日前投

票所を増設するため、最も効果を見込めるこ

とが想定される商業施設と交渉しておりまし

たが、店舗内にスペースを確保できないとの

ことから、受け入れができないとの回答があ

りました。 

 また、議員御承知のとおり、４月当初から

執行直前まで、衆議院選挙とのダブル選挙に

なることが有力視され、県の選管からは、県

内各市町村選管に対し、ダブル選挙になるも

のと見越して準備を進めるよう通知があった

ところです。 

 当選管においてもダブル選挙を想定した各

種準備を進めながら、期日前投票所の増設に

ついても、引き続き検討しておりましたが、

増設場所として調整を図っていた場所では、

広さやセキュリティー上の問題のため、ダブ

ル選挙には対応できないことがわかり、新た

に場所を選定するには、選定先との交渉や専

用のオンライン回線の設置などに相当の日数

がかかり、時間的余裕がなく、投票所入場券

等の各種印刷物にも多大な影響を及ぼすこと

から、今回の増設は見送ることといたしまし

た。 

 次に、今回の参議院選挙において、法改正

により、新たな有権者となった１８歳以上２

０歳未満の有権者の動向についてですが、当

市における１８歳の投票率は４６.５１％、１

９歳は３９.１２％でした。これは、県内１０
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市の中では、１８歳は３番目、１９歳は５番

目の順位となります。 

 続きまして、投票率アップに向けた今後の

取り組みについてお答えします。 

 今回の参議院選挙における当市の投票率は

５９.９３％であり、県内１０市の中では、前

回から引き続き最も高い数値となっておりま

す。しかしながら、当選管では、この数値に

満足することなく、さらに投票率アップと住

民サービスの向上を目指し、さまざまな方策

を検討してまいります。 

 期日前投票所の増設につきましては、衆参

ダブル選挙などの複数同日選挙にも対応でき

るような施設を選定し、選定施設と覚書を締

結するなど、来るべき選挙に備える所存でご

ざいます。 

 また、このたびの選挙では、これまで１カ

所で行っておりました啓発活動の範囲を広

げ、４カ所で実施し、はじめての選挙となり

ました１８歳、１９歳の有権者に対しまして

は、投票を促すメッセージを添えて、かも

めーるを送付いたしました。 

 今後の選挙につきましては、特に、若年層

に向けたさまざまな啓発活動及び広報活動に

努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。 

○経済部長（山本 優君） 農業問題の農協

の体質改善についてお答えいたします。 

 地域において持続可能な農業構造を構築し

ていくためには、県をはじめとする各関係機

関が一体となり、担い手の育成や経営支援、

生産や出荷体制の整備、販路拡大、さらには

ブランド化の推進など、多くの課題に複合的

に取り組んでいくことが必要であります。そ

のような中、農業協同組合が果たす役割は大

変重要だと認識しております。 

 なお、農業協同組合は、農業協同組合法に

基づき設立され、農業分野のみならず、農家

組合員の営農や生活に係るさまざまなサービ

スを提供し、地域農業、農村、農家の発展に

深く貢献してまいりました。 

 市といたしましても、農家に対し、直接必

要な指導、支援を行うとともに、おいらせ農

業協同組合に対しても、主要作物の出荷体制

を整備するための施設建設など、その都度必

要な支援を行い、共同歩調で農業の振興、農

家の育成に努めてきたところであります。 

 このような中、さきに発覚したおいらせ農

業協同組合の元係長による横領事件は、当市

といたしましても大変遺憾に感じているとこ

ろであります。 

 なお、地方自治法第１５７条に、市長の権

限といたしまして、農協、漁協等の公共的団

体等に対する指揮監督に関する規定がござい

ますが、この規定は、公共的団体等が互いに

相入れない活動を行った場合や市の施策と関

連を持たず、自治行政が総合的かつ円滑に行

えなくなった場合に、当該活動の総合調整を

図るため、これらの団体に対し指揮監督する

ことが認められているもので、一団体の組織

や内部的事務にまで指揮監督の権限を与えた

ものでないと解されております。 

 このことから、農協の体質改善に関して

は、市から直接指揮監督をすることはできな

いものと認識しております。 

 しかしながら、当市の農業発展を図る上

で、市とおいらせ農業協同組合が協力し、総

合振興計画や、まち・ひと・しごと創生総合

戦力に掲げる施策の推進を図っていくことが

必要不可欠でありますので、これまで以上に

連携を図って、農業振興に努めてまいりたい

と考えております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） それでは、再質問

をさせていただきます。 

 まずはじめに、地方創生の取り組みについ

てであります。 

 本市の総合戦略は、これまで取り組んでき

た三沢市振興計画の延長で、総花的でありま

す。国は、地方創生の取り組みに対し、自分

たちのまちは自分たちでという危機感が希薄

であると言われてきております。それは、独
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自の課税で自前の財源をふやしたり、自由な

市債で市場から資金調達したり、自分たちで

地域にお金を呼び込む努力が足りないと指摘

しているところであります。 

 例えば北海道の上士幌町や宮崎県綾町で

は、ふるさと納税を活用し、年間税収を超え

る寄附を集めております。長崎県の平戸市

は、ふるさと納税と連動し、地元業者にネッ

ト販売の経験を積ませて、市の産品を売り、

地域の経済力を高めて、外からお金を入れ込

んでいるところであります。 

 また、国家戦略特区で農業の門戸を広げる

取り組みをしているのが兵庫県の養父市、そ

して東北では、地方航空活性化の一環で、仙

台空港の民営化を後押しした宮城県、これら

は、全国一律の国策に風穴を開き、地域の独

自色を高める取り組みであります。 

 国の地方創生は、国に頼り切るのではな

く、国の協力を得ながら地域に活力を生むこ

とであります。地方の財政不足は６兆円に達

すると言われております。職員削減等で歳出

を見直すだけでは限界があります。必要な歳

入をいかに自力でふやすかが重要課題であり

ます。 

 少子高齢化や景気の偏重といった危機を迎

え、みずから考え行う地方自治の原点に立っ

て、自立へ向け、忘れかけた地方分権への熱

意を呼び覚ます時代であります。本市の地方

創生への取り組みの財源確保の取り組みにつ

いて、再度答弁を求めるものであります。 

 次に、農業問題の農協の体質改善について

お尋ねをします。 

 本市の農業を考える場合、農協だけを対象

とした施策の対応だけでは、本市の農業を発

展あるものにはできません。農業を中心とし

て、従来の観光や産業興し、そして地域文化

など、関連する他産業との結びつきを深めな

がら、地域として総合的な活力を高めること

を考える時代であります。 

 農業振興といっても、いざ具体的な取り組

みになると、何から始めたらよいか見当たら

ず、結局は、従来の国や県の指示や指導のま

ま、前進なく、現状のままとなってしまいが

ちであります。 

 我が国は、貿易立国として国際化を迎え、

海外からの米輸入の圧力、あるいは副産物価

格の低迷などを考えると、日本農業は、好む

と好まざるにかかわらず生産費をコストダウ

ンし、国際化に向かって構造の改善を図らな

ければなりません。それだけに農協の意識改

革が絶対に必要であります。 

 国際化、高齢化、構造改革の大きな潮流の

中にあって、今後、こうした状況に対し、い

かに本市の農業の活性化を目指すか、これま

での政府や県に頼ることを反省して、みずか

らの努力で解決するほかありません。このた

め、市と農協と一体となって、抜本的に体質

改善に議論を尽くすべきであります。 

 市長は農協の組合長を長年にわたって務め

た経験があります。農協と胸を開いて語り合

い、選択と創造の本市の農業発展のための実

現をいかに図るか、市長から答弁を求めるも

のであります。よろしくお願いします。 

 次に、選挙管理委員会の答弁を聞きました

けれども、設置に向けた取り組みをしてきて

いるが、その設置について、スペースがどう

のこうのという答弁でありました。であれ

ば、どこを設定して、交渉して、狭かったの

かと。今後また、投票率向上に向けて、期日

前投票所の増設に取り組むということなのだ

けれども、また同じところをやったら同じ結

果。それとも、今後はどこに、別にスペース

の関係等を考慮して取り組むつもりなのか答

弁をいただきたいと思います。 

 以上で、再質問を終わります。 

○議長（小比類巻正規君） 市長。 

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。 

 農協の経営については、部長からお話が出

たとおりでありまして、経営そのものについ

ての云々という点については、答弁したとお

りでありますので、御理解をいただきたいと

思います。 

 いろいろ国も農協改革、さまざまやってお
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りますけれども、私は、日本の農業というの

は規模的に、競争してもなかなか太刀打ちは

面倒だろうなと、そんな思いをしながらも、

やはり今、日本が対抗するのは、安全・安心

といいますか、そういうもので対抗して、攻

勢をかけているわけでありますので、それは

一番大事なのかなと、そんな思いをしており

ますが。 

 いずれにしても農協との連携はきちっとし

て、最終的には農家組合員の福利をどう増進

するのかというようなことになりますので、

行政がどういうお手伝いをできるのか、連携

を強化して対応してまいりたいと思っており

ます。 

 また、農業そのものは、私が見る限り、三

沢は頑張っているなと、そんな思いをしてお

ります。というのは、決して県、国から押し

つけられるような経営の内容ではなくて、や

はり議員おっしゃるように、独自性といいま

すか、三沢は気候的にハンディがございます

ので、どうしても土に潜る野菜というような

ことで頑張っているようでありまして、しか

も、長芋、ニンニク、ゴボウ、これは健康食

品でありますので、非常に国民からも消費者

からも、そういう需要が多いわけであります

ので、いい方向に行っているのかなと、そん

な思いをしながら、申し上げたように、どう

いうお手伝いをするのか、いろいろ連携をし

てまいりたいと思います。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） 地方創生の再質

問についてお答えいたします。 

 三沢市の総合戦略は、働きたくなるまち、

住みたくなるまち、育てたくなるまち、自慢

したくなるまちの四つの基本目標と基本的方

向、具体的な施策を掲げ、将来にわたって人

口減少問題の克服と成長力の確保を図ること

を目指しております。 

 地方創生の施策に係る必要な財源の確保、

先ほどふるさと納税、仙台空港などの地方空

港の関係の必要な財源につきましては、先ほ

ど市長から答弁申し上げましたが、今後、設

置を検討しておりますプロジェクトチームな

どで考えていきたいと考えております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻正規君） 選挙管理委員会

委員長職務代理者。 

○選挙管理委員会委員長職務代理者（沼田 

巌君） 期日前投票所の増設についてお答え

します。 

 設置については、どこということは、この

場では控えさせていただきます。 

 今後また、投票率向上に向けて、どういう

ふうにしていくか、同じようなところであれ

ば、また同じような結果になるということ

で、商業施設にとらわれず、広くいろいろな

場所を選定していこうと考えておりますの

で、それに見合った場所を早目に選定して、

準備していくつもりであります。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻正規君） 以上で、山本彌

一議員の質問を終わります。 

 この際、午後１時まで休憩します。 

午前１１時２３分 休憩   

──────────────── 

午後 １時００分 再開   

○議長（小比類巻正規君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。 

 ここで、議長を交代します。 

○副議長（太田博之君） 議長を交代しまし

た。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 瀬崎雅弘議員の登壇を願います。 

○６番（瀬崎雅弘君） みさわ未来の瀬崎雅

弘が通告に従いまして、一般質問させていた

だきます。 

 最初に、三沢市総合体育館の今後の方針に

ついて伺います。 

 現在、総事業費約４９億円で、平成２９年

１０月のオープンを目指し、平成２６年度か

ら工事が開始された(仮称)国際交流スポーツ

センターの工事は着実に進捗しており、完成

まで残り約１年となりました。来る２０２０
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年の東京オリンピック・パラリンピックでの

事前合宿の誘致や各種大会、国際試合等、完

成後の幅広い活躍に期待をしている１人であ

ります。 

 一方、現三沢市総合体育館は昭和５１年３

月の竣工で、築４０年が経過しており、老朽

化が著しいため、耐震診断結果により、今後

の方針を決定するとされました。 

 平成２６年に実施された耐震診断結果で

は、一部の練習室や２階のアリーナ等、安全

性に問題がありましたが、三沢市総合体育館

の今後の方針としては、平成２７年度以降に

策定される三沢市公共施設等総合管理計画の

中で検討することとし、当分は、利用者の利

便性を考慮し、各種安全体制を整え、施設管

理を実施するとされました。 

 また、平成２５年度には、三沢市体育協会

加盟団体、利用者、市内中学２年生に、総合

体育館のアンケート調査が実施されました。 

 その結果は、三沢市体育協会加盟団体の約

７割、６８％が存続、７団体が、廃止したほ

うがよいとの回答であり、存続の内訳では、

約６割、５９％が、現在のまま改修して存

続、約４割、４１％が、使用形態を見直して

改修するとのことでありました。一方、廃止

する回答した約８割の方は、解体し、駐車ス

ペース等にするとの回答であります。 

 また、利用者及び市内中学２年生を含めた

全体では、存続が７３％、廃止が２０％、そ

の他が７％という結果が出ました。存続と回

答した７３％のうちの約７０％が、現在のま

ま利用、約３０％が、使用形態等を見直して

改修する。廃止と回答した２０％のうち、解

体、更地にして駐車場にするが６６％、体育

施設を含む娯楽施設等が３７％というアン

ケート調査結果になりました。 

 そこで、伺いますが、現三沢市総合体育館

の今後の方針は、三沢市公共施設等総合管理

計画の中で検討するとしていますが、(仮称)

国際交流スポーツセンターが完成した以降

の、現三沢市総合体育館の今後の方針につい

ての検討状況について伺います。 

 次に、防災問題について伺います。 

 東日本大震災からはや５年、そして、こと

し４月には、熊本・大分県における熊本地震

が発生し、地震や風水害等の災害はいつ発生

するかわかりません。 

 そのため、住民の生命、身体及び財産等を

各種災害から保護し、被害を軽減して、郷土

の保全と住民福祉の確保を期するため、三沢

市地域防災計画が策定されています。 

 私は、各種災害等が発生した場合、一番重

要なことは、被害状況を迅速に把握し、速や

かな対処をすることだと思います。被害状況

を把握するためには、被害情報をいかにして

迅速に、かつ確実に収集するかであります。 

 三沢市地域防災計画では、情報収集に関

し、市長は積極的に職員を動員し、または、

関係機関の協力を得て、災害応急対策を実施

するため、必要な情報及び被害状況を各団体

ごとに収集するとともに、速やかに県及び関

係機関に伝達すると記載されています。 

 また、地震等が発生した場合には、自衛隊

は速やかに航空機を発進させ、被害状況の把

握に努めるとともに、航空写真による情報を

提供し、自体の被害状況把握に尽力していま

す。 

 このような中、ことしの３月３０日に八戸

市は、自然災害や災害関連の大規模事故など

の状況把握に役立てるため、小型無人機ド

ローンによる撮影で、情報収集する協定を民

間企業と結びきました。また、弘前市でも３

月２９日に、災害時にドローンを活用する協

定を民間企業と結んでいます。 

 これらの協定は、災害時における被災箇所

の状況把握等を迅速に行うことを目的とし、

上空からの災害情報が迅速に収集でき、効果

的な対応ができることが特徴であります。 

 このように、八戸市及び弘前市では、災害

時に小型無人機ドローンを活用した協定を民

間企業と締結していますが、三沢市として、

災害時等の迅速な情報収集のため、無人機ド

ローンの活用についての考えを伺います。 

 最後に、福祉問題の障害者差別解消法につ
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いて伺います。 

 この質問は、前回の第２回市議会定例会で

春日議員が一般質問された内容であります

が、障害者のための制度や環境は、近年大き

く変化し、中でも、その大きな制度の改正の

一つとして、平成１８年４月に施行された障

害者自立支援法があります。その後、平成２

５年４月に、障害者自立支援法を、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律、いわゆる障害者総合支援法となり

ました。 

 また、平成２４年１０月には、障害者虐待

防止法が制定され、養護者、施設等の職員、

職場の使用者による虐待の発見者に対する通

報を義務づけ、通報を受けた自治体、関係機

関の安全確認や保護、施設や事務所への指導

が行われることとなっています。 

 さらに、平成２５年６月には、障害者差別

解消法が成立し、平成２８年４月１日に施行

されました。この法律は、障害があってもな

くても、誰もが分け隔てられず、お互いを尊

重して暮らし、勉強し、働いたりできるよう

に、差別を解消して、誰もが安心して暮らせ

る豊かな共生社会の実現を目的としていま

す。 

 先般新聞に、障害者差別解消法施行に伴

い、各自治体の努力目標となっている、障害

者に対する職員対応要領の策定について、１

日の施行日に合わせ、策定義務とした県内市

町村は、弘前、平内、板柳、横浜、風間浦の

５市町村であり、２３市町村は２０１６年度

中に策定、策定時期を未定としたのは１２町

村で、策定しないはゼロという記事が記載さ

れていました。 

 そこで、前回の春日議員から三沢市の取り

組みについて質問があり、福祉部長からは、

既に三沢市職員対応要領策定のため準備を進

めているとの回答でありました。その内容を

踏まえて、次の点について伺います。 

 １点目、三沢市として、三沢市職員対応要

領をいつまでに策定するのか伺います。２点

目、障害者に対する職員の対応要領の職員へ

の周知、研修について伺います。３点目、障

害者差別解消相談窓口の整備と担当職員の内

訳について伺います。 

 以上で、私の質問を終わります。 

○副議長（太田博之君） ただいまの瀬崎雅

弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの瀬崎議員

御質問の防災問題については私から、その他

につきましては担当部長からお答えをさせま

すので、御了承願いたいと存じます。 

 御質問の災害時の迅速な情報収集のため、

無人機ドローンを活用することについてであ

りますが、小型の無人航空機であるドローン

は、熊本地震の被害状況の確認など、各地の

災害現場で活用されており、今後はさらに多

方面において利活用されることが予想されま

す。 

 また、他の自治体では、議員おっしゃるよ

うに、この点について注目し、災害時の情報

収集の一端を担うものとして、民間企業と災

害協定を締結するところもあると聞いており

ます。その反面、一部ではございますが、安

全上の問題があることも事実であります。 

 当市のような米軍基地や空港が所在する地

域においては、飛行場所や飛ぶ高さの規制が

あったり、航空機の進入正面等や人口集中地

域の状況については、あらかじめ国土交通省

の許可が必要とされており、災害場所によっ

ては小型無人機ドローンの活用が難しいこと

も想定されます。 

 したがいまして、当市においては、どの程

度利用可能なのか、有効性を含めまして、調

査・研究してまいりたいと考えております。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（太田博之君） 財務部長。 

○財務部長（田面木るり子君） 公共施設に

ついての御質問にお答えいたします。 

 三沢市公共施設等総合管理計画は、直面す

る少子高齢化や厳しい財政状況を踏まえつ

つ、公共施設等の老朽化対策や最適な配置の
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見直し等を計画的に進めるための基本方針と

なるものであり、平成２８年度末までに策定

することとしております。 

 この計画は、当市の保有する全ての公共施

設等を対象とした管理の基本方針を定めるも

のであり、個別施設ごとの今後の具体的な方

針については、総合管理計画の方針に基づ

き、検討していくものとしております。 

 また、当市の公共施設に対する考え方とし

ては、財政運営の効率化を図るため、同じ機

能や目的を持った施設の統廃合や再編を行

う、いわゆるスクラップ・アンド・ビルドを

基本としております。 

 総合体育館の今後の存続、廃止等に関する

検討状況につきましては、現在実施されてお

ります学校体育館の天井改修事業や、今後予

定されております武道館の大規模改修等を考

えますと、(仮称)国際交流スポーツセンター

のオープン後においても、総合体育館を含む

屋内運動施設全体での利用調整が必要になる

と考えております。 

 しかしながら、総合体育館を存続させるこ

とによって、体育施設に係る維持管理費等の

さまざまな事情もございますので、総合体育

館に附帯している施設の存続なども総合的に

勘案し、検討を進め、方向性を決められるよ

う努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 福祉部長。 

○福祉部長（中村健一君） 福祉問題の障害

者差別解消法施行による三沢市職員対応要領

策定のための準備についてお答えいたしま

す。 

 本年４月施行された、障害を理由とする差

別の解消の推進に関する法律、いわゆる障害

者差別解消法は、障害を理由とする差別の解

消を推進することにより、全ての国民が障害

の有無によって分け隔てられることなく、相

互に人格と個人を尊重し合いながら共生する

社会の実現に資することを目的として定めら

れたものであります。 

 この法律により、障害を理由とする差別の

解消の推進に関する基本方針が示され、努力

義務ではありますが、市職員に対する対応要

領の作成や、相談及び紛争の防止等のための

相談窓口を整備、そして、市職員の啓蒙活動

として、市職員に対する障害に関する理解の

促進を図るための周知の徹底と研修等が、地

方公共団体の取り組むべき事項として挙げら

れています。 

 御質問の第１点目、三沢市職員対応要領を

いつまでに策定するのかについてであります

が、既に市庁内関係課から意見を聴取し、検

討した素案を、現在、福祉関係団体、保健・

医療関係者、教育関係者、雇用関係機関等の

有識者で組織している三沢市障害者支援協議

会の委員から意見や要望を徴取し、取りまと

めている段階であり、さらに、三沢市身体障

害者福祉会等の障害者の意見も伺い、精査・

検討して、協議を重ねた後、１２月の策定を

目指し、作業を進めているところでございま

す。 

 次に、第２点目の障害者に対する職員対応

要領の職員への周知、研修についてでありま

すが、現在策定中の三沢市職員対応要領の中

に、市職員に対する、理解の促進のための研

修という項目を設け、市職員に障害の特性を

理解させるとともに、障害者に対し適切に対

応するよう意識の啓発を図ることを目的とし

た研修等を実施することで、職員の周知徹底

を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、第３点目の障害者差別解消相談窓口

の整備と担当職員の内訳についてお答えをい

たします。 

 障害者差別解消相談窓口につきましては、

本年８月１日、家庭福祉課窓口において、三

沢市障害者差別に関する相談窓口を既に設置

しております。また、相談窓口に対する担当

職員の内訳につきましては、家庭福祉課内に

配置している障害者相談員及び市障害者担当

職員が対応しております。 

 いずれにしましても、当市といたしまして

は、障害者を含む市民一人一人が、それぞれ

の立場において、障害者に対する差別が起こ
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らないよう、法の趣旨に即し、障害のある方

もない方も、ともに住みなれた地域で安心し

て暮らせる社会実現を目指し、市職員一同、

差別解消に向け、全力で取り組んでまいる所

存でございます。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 瀬崎議員。 

○６番（瀬崎雅弘君） 御答弁ありがとうご

ざいました。 

 一問一答方式でもって順番に再質問させて

いただきます。 

 まずは、三沢市総合体育館の今後の方針に

ついてでありますけれども、今、財務部長の

ほうから、三沢市公共施設等総合管理計画の

中で検討中ということで、２８年度末に方針

が決定するということでありますけれども、

答弁の中で、同じ機能を持つものについては

統廃合するとありました。 

 国際交流スポーツセンターと三沢市総合体

育館、名前は違うのですけれども、中身は一

緒というふうに私は認識しているのです。規

模の大きさは違いますけれども、そうした場

合、やはり同じ機能を持つものを二つという

のは、やはり財政的にも運営にもかなり維持

費がかかるのではないかということで、検討

結果で、存続して改修するなり、もしくは廃

止するなりという結論が出るかと思います。

それが出るまでにいろいろなことがあります

けれども。 

 もともとが、現体育館の老朽化が激しく、

かつ各種競技のルール改正等に伴い、公式試

合に対応できない状況であるために、当市の

スポーツ振興や教育の向上を図る上で、屋内

体育館の建設は急務という理由で、現在の(仮

称)国際交流スポーツセンターが建設されてい

るわけであります。 

 来年１０月には、これがオープンするとい

うことでありますけれども、それでは、(仮

称) 国際交流スポーツセンターがオープンし

た１０月以降の、現三沢市総合体育館の運用

要領、１０月以降を含めて、今後どうするの

かというのは、今の時点でどのように考えて

いるのか教えてください。再質問いたしま

す。 

○副議長（太田博之君） 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） 再質問にお答え

いたします。 

 先ほど財務部長からもお答え申し上げまし

たが、今年度から３２年度までの５年間、順

次、市内の小中学校の体育館の天井落下防止

対策工事が予定されております。また、今

後、武道館の大規模改修工事も予定されてお

ります。 

 以上のことから、この代替施設として、(仮

称)三沢市国際交流スポーツセンターを含めま

して、利用調整をしながら、総合体育館を一

定期間存続させて、利用しなければならない

と考えておりますので、その後、存続あるい

は統廃合を検討していきたいということであ

ります。 

 以上であります。 

○副議長（太田博之君） 瀬崎議員。 

○６番（瀬崎雅弘君） わかりました。一定

期間と、小中学校の屋内体育館の補修とか武

道館の補修とか、今ほかの事業がいっぱいあ

るということで、現時点では、そういうこと

を考えれば、まだまだ、一定期間利用する可

能性はあるということはわかりました。 

 そこで、同じように、今後、いずれにして

も、現総合体育館は改修もしくは廃止という

結論が出ると思うのですけれども、ただ、一

つ気になるのが、現体育館にあります弓道

場、これは大きくはありませんけれども、い

わゆるこの施設については、大きな大会は実

施できませんが、最小限の施設として、武道

関係協会の方が利用していると。この施設が

なくなれば継続した活動ができなくなるとい

うふうな問題があると思うのですけれども、

もし仮に廃止した場合、その弓道場をどうす

るのかというお考えは、現時点で持っておら

れるのかどうか、再々質問いたします。 

○副議長（太田博之君） 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） 再々質問にお答

えいたします。 
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 ますはじめ、先ほどの再質問の中で、財政

部長と申し上げましたが、財務部長の間違い

でしたので訂正させていただきます。 

 当市の弓道競技は、今日まで三沢市弓道協

会が、弓道競技の普及・発展に御尽力をいた

だいているところであります。当市といたし

ましては、昨年度、三沢市弓道協会から、総

合体育館の弓道場の存続についての要望を受

け、できる限り要望に沿えるように努めると

回答したところであります。 

 今後におきましては、現在地での存続や移

設等、さまざまな手法を検討し、財政状況も

勘案しながら総合的に検討していきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 瀬崎議員。 

○６番（瀬崎雅弘君） ありがとうございま

した。よろしくお願いいたします。 

 次に、無人機ドローンについてであります

けれども、市長のほうから、いろいろな必要

性はよくわかると。ただし、三沢市の独特な

地理的な特性、飛行場が周辺にあるというこ

と、航空機の運行に関する規制、これは私も

よく理解しています。 

 しかしながら、そのために今後、調査・研

究するということでありますけれども、やは

りどうしたって情報収集の手段としては、ド

ローンはかなり有効な手段と私は考えており

ます。購入するにしたって、安いのから高い

のからあります。ただ、日進月歩、ドローン

そのものの性能もどんどんよくなっています

ので、購入するよりも、持っている民間企業

と締結して、災害時に使えれば一番いいかと

思うのですけれども、いろいろな制限があっ

て、これも調査・研究すると言われています

けれども。 

 それでは、ある程度、調査機関とか、そう

いうところはどのくらいの期間をもって、今

後、研究を進めていかれるのか、時系列的な

ものを再質問したいと思います。よろしくお

願いいたします。 

○副議長（太田博之君） 総務部長。 

○総務部長（小泉富男君） 調査・研究の実

際の期間、どのくらいかかるのかという御質

問だと思います。 

 まず、手始めに、規制や許可が要らない場

所で実験してみることも可能だろうと考えて

おります。できれば、来月行われます総合防

災訓練、この場でドローンを飛ばすことにつ

いて検討していきたいと。それから、実際に

協定を結んで契約するか、そういった段階に

進んでいきたいと、このように考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 以上で、瀬崎雅弘

議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 遠藤泰子議員の登壇を願います。 

○５番（遠藤泰子君） ５番遠藤泰子でござ

います。通告に従いまして、一般質問いたし

ます。 

 まず、スポーツ振興についてお伺いいたし

ます。 

 先般のリオオリンピックでは、日本選手団

は、過去最高となる４１個のメダルを獲得

し、日本国民に大きな感動を与えてくれると

ともに、誇りと勇気をも与えてくれたものと

感じております。各競技における日本の躍進

は、出場された選手のこれまでの努力はもち

ろんのこと、御家族の協力、すぐれた指導

者、支えてくれる仲間、スポーツする環境な

ど、多くのプラスの要因が重なっての結果で

あるものと理解しております。 

 そして、２０２０年東京で開催されるオリ

ンピックでは、さらなる活躍が期待されてお

り、今後は、各種目ともこれまで以上に国を

挙げての強化が図られていくものと推察して

おります。このことにより、スポーツ関連施

設等の設備、整備、スポーツ行事の増大、選

手の育成強化などが進むとともに、国民のス

ポーツに対する意識もまた高まっていくもの

と思います。 

 さらに、２０２５年には、青森県におい

て、国民体育大会の開催が予定されており、
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オリンピック、国体と、近い将来に開催され

る２大イベントを控え、当市においても機運

の醸成を含め、スポーツ振興に関連する事業

を拡充させていく必要があると思います。 

 こうした中、(仮称)三沢市国際交流スポー

ツセンターが非常にタイミングよく、来年に

完成するとのことで、バスケットボール、バ

レーボール、バドミントン、卓球などの公式

競技が可能な最新の施設は、これまで三沢市

で開催されなかった各種大会や強化合宿な

ど、有効に活用されていくものと期待してお

ります。 

 そして、当施設の有効活用は、三沢市が他

市町村に対し、ハード面のみならず競技能力

の向上、健康増進、地域の活性化という面に

おいても、アドバンテージを持つことにつな

がっていくものと考えております。 

 スポーツ宣言日本には、「スポーツは運動

の喜びを分かち合い、感動を共有し、人々の

つながりを深める。人と人とのきずなを培う

このスポーツの力は、ともに地域に生きる喜

びを広げ、地域生活を豊かで味わい深いもの

にする」という一文があります。 

 まさに、スポーツは、する人、見る人、支

える人と、それぞれのかかわり方で、立場、

世代を越えて、人と人とのつながりをつくる

ことができる。そして、地域生活を豊かにし

ていくものであると思います。 

 私が申し上げるまでもなく、スポーツは、

健康づくり、仲間づくり、地域づくりなど、

まちづくりを進めていく上で多くのメリット

があります。そして三沢市は、さまざまな競

技で多くの有名アスリートを輩出しておりま

す。野球、大相撲、Ｋ－１、ボクシング、バ

レーボールなど、そして今回のオリンピッ

ク・パラリンピックでは、バスケットボール

の内海監督と車いすテニスの橘コーチが、日

本代表の指導者として活躍しております。 

 スポーツ都市宣言は、宣言するだけではな

く、その取り組みも充実させる必要がありま

すが、これから三沢市が未来に誇れるまちづ

くりを進めていく上で、また、世代を越え

て、市民が住んでよかったと思えるまちづく

りを進めていく上での政策宣言であり、そし

て今こそ、その取り組みに向かうタイミング

ではないでしょうか。 

 以上のことから、今後、スポーツ都市宣言

をする考えがあるかについてお伺いいたしま

す。 

 次に、ホッケー場の整備についてお伺いい

たします。 

 人工芝ホッケー競技場の整備につきまして

は、平成２９年度重点事項に関する要望にお

いて、新規の重点要望事項として掲げられて

おります。ホッケー競技の課題について、市

の深い御理解のもと、重点事項として要望さ

れたものと思います。 

 さて、御承知のとおり、高校のホッケー競

技は、青森県内では唯一三沢高校のみが行っ

ている競技で、青年競技も含め、青森県代表

は数十年にわたり、常に三沢高校を軸とした

チーム編成がなされているスポーツでありま

す。 

 国内では、競技人口約３万から５万人と言

われ、マイナーなスポーツと言われておりま

すが、オリンピックの競技種目であり、競技

人口が少ないからこそ、三沢市民がオリン

ピックで活躍する可能性の高いスポーツとも

言えます。 

 １９９７年に開催されたあすなろ国体で

は、試合会場に駆けつけた小中学校児童・生

徒の大応援団の声援の中、少年男子が見事準

優勝を勝ち取り、三沢市民に感動と誇りを与

えことは私は今でも覚えております。 

 そして、２０２５年に青森県で開催される

国体の主役となるのは、現在、小学校低学年

の児童であります。先般オリンピックで活躍

したどの競技の選手を見ても、よき指導者と

スポーツをする環境のもと、小さいころから

のトレーニングが不可欠であると感じており

ます。そして、次世代で活躍する子供たちの

ため、環境を整備していくのは、その地域の

大人の役目であり、ホッケー競技に関して申

し上げれば、その役目は青森県と三沢市にあ
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ると思います。 

 このようなことから、県と市の双方でホッ

ケー場の整備を進めるために、重点要望とし

て掲げたものと理解しておりますが、私が危

惧しておりますのは、いつ整備されるのかと

いうことであり、県に対し重点要望しても、

整備の見通しがつかない状況なのではないか

ということです。 

 東北地方では、唯一青森県だけが公認の人

工芝ホッケー場がありません。そのため、人

工芝のホッケー場がある地域に移動し、練習

や試合を行っている状況となっております。

ホッケーをやりたいけれども、移動に係る経

費を要することから、ホッケーは負担が大き

いとのことで、敬遠する児童・生徒もいると

伺っております。 

 現在のホッケー競技は、環境にハンディを

背負って、青森県代表として戦っているのが

実情であります。先ほど申し上げましたとお

り、子供のうちから練習する環境をつくらな

ければ、世界で活躍する選手も育成されませ

ん。 

 参加することに意義があるという言葉があ

りますが、この言葉は、負けてもいい、弱く

てもいいという意味ではないと思っていま

す。参加することにも意味はあり、勝つこと

にも大きな意味があると思います。勝つこと

により、感動、誇り、勇気を与えてくれま

す。そして、地域の一体感、活性化にもつな

がっていくと思います。 

 あすなろ国体のあの感動、三沢市の誇りの

ため、県の出方をうかがうだけではなく、整

備を加速化させる方策を検討すべきと思いま

す。今後の取り組みについてお伺いいたしま

す。御答弁よろしくお願い申し上げます。 

○副議長（太田博之君） ただいまの遠藤泰

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの遠藤議員

質問のスポーツ問題のスポーツ都市宣言につ

いては私から、ホッケー場整備の取り組みに

つきましては政策部長からお答えをさせます

ので、御了承願いたいと存じます。 

 スポーツ都市宣言につきましては、現在、

県内では宣言している自治体はなく、全国で

は、平成２６年度に文部科学省が実施した調

査において、市町村で宣言しているのは１９

６自治体で、回答があった自治体の約１割と

なっているようです。 

 スポーツ都市宣言の効果といたしまして

は、市民のスポーツに対する、する、見る、

教える等の意欲高揚やスポーツ振興の増進、

競技力向上に大きく寄与するものと認識いた

しております。 

 しかしながら、地方におけるスポーツ環境

は、スポーツ人口の減少、指導者不足、競技

団体の役員の高齢化、練習場の老朽化など多

くの問題が山積しているのが現状でありま

す。 

 当市といたしましては、三沢市総合振興計

画、後期基本計画の中で、スポーツ振興にか

かわる三つの施策を掲げ、スポーツの普及・

発展に取り組んでいるところであります。 

 一つ目といたしましては、スポーツ機会の

充実としまして、一般財団法人三沢市体育協

会加盟団体やスポーツ少年団等の活動に対

し、支援等を実施しております。 

 二つ目といたしましては、スポーツ環境の

整備として、既存の体育館、議員の発言にも

ありましたとおり、体育施設の老朽化に伴

い、計画的に改善等を実施し、(仮称)国際交

流スポーツセンターの整備にも取り組んでい

るわけであります。 

 三つ目といたしましては、スポーツ活動の

支援として、市民の競技者に対する各種大会

派遣費補助や体育施設の利用料の減免、また

は、各種大会等で功績のあった方への表彰等

を実施しております。 

 いずれにいたしましても、当市のスポーツ

競技は、以前から非常に盛んであり、毎年多

くの優秀な選手を輩出していることから、ス

ポーツ振興の重要性は十分認識しているとこ

ろであります。 



― 30 ―

 スポーツ都市宣言につきましては、地域あ

るいは市民活動の方向性を内外に明確に示す

ものでありまして、同時に、一定の成果を見

据えて宣言されるものであります。 

 このことから、今後におきましては、市体

育協会をはじめとするスポーツ関係団体の強

化、スポーツ施設の状況など、ソフト、ハー

ド両面の環境を勘案し、検討してまいりた

い、このように考えております。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（太田博之君） 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） スポーツ問題の

第２点目、ホッケー場人工芝の整備について

お答えいたします。 

 本県におけるホッケー競技は、昭和４１年

に本県で開催されましたインター杯を契機

に、県立三沢高等学校にホッケー部が創設さ

れたことに始まり、同校ホッケー部員やＯ

Ｂ、ＯＧの人たちにより、競技者の育成や競

技力の向上が図られてきております。 

 また、昭和５２年に本県で開催されました

第３２回国民体育大会、あすなろ国体では、

当市において、天然芝によるホッケー競技が

行われ、少年男子の部では、三沢高等学校男

子ホッケー部が準優勝しております。さら

に、近年においても、昨年度、三沢高等学校

女子ホッケー部が全国大会に出場するなど、

まさに県内のホッケー競技振興の根幹となっ

ております。 

 しかしながら、練習環境は十分整備されて

いるとは言いがたく、三沢高等学校ホッケー

部におきましても、他競技と共同でグラウン

ドを使用し、かたいホッケーボールによるけ

がや事故が懸念されているところでありま

す。 

 このような状況を踏まえまして、青森県

ホッケー協会が、今年度、県と当市に対し、

三沢高等学校専用ホッケー場の整備に関し

て、要望を行ったところであります。 

 当市といたしましても、ホッケー場の整備

は急務であると認識し、公式戦が開催可能な

人工芝を有するホッケー場の整備を、今年

度、強く県に要望したところでありますが、

県からは、三沢高等学校専用ホッケー場の整

備については、極めて難しい状況であるとの

回答でありました。 

 しかしながら、早期整備が競技力向上にも

つながることから、ホッケー競技の盛んな当

市といたしましても、ぜひホッケー場整備が

推進されるよう、青森県ホッケー協会と連携

を密にし、引き続きさまざまな手法を検討し

ながら、粘り強く県への要望行動を実施して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。 

○５番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいます。 

 県ではじめてのスポーツ都市宣言であると

いうことであれば、なおさら、すごく重いな

と思いながら聞いておりました。 

 スポーツ都市宣言につきましては、先ほど

申し上げましたとおり、ただ宣言すればよい

というものではございません。宣言すること

により、メリットを見据えながら施策の拡充

が必要であります。ぜひとも種市市長のリー

ダーシップのもと、御決断を期待しておりま

す。再質問はございません。 

 ホッケー場の整備につきましては、財源の

問題がありますので、簡単なことではないと

いうことは重々承知しております。県との交

渉の際には、早期に整備する必要性を強く訴

えていただき、青森県ホッケー協会ととも

に、粘り強く、成果を勝ち取ることを期待し

ております。再質問はございません。 

 私の一般質問を、以上で終わります。あり

がとうございました。 

○副議長（太田博之君） 以上で、遠藤泰子

議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 春日洋子議員の登壇を願います。 

○１２番（春日洋子君） １２番公明党の春

日洋子でございます。通告の順に従い、質問

してまいります。 

 はじめに、行政問題の１点目、２０２０年
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東京五輪・パラリンピックの事前合宿誘致に

ついてお伺いします。 

 先月、メダルラッシュに湧いたリオデジャ

ネイロ五輪が閉幕し、日本は、史上最多とな

る４１個のメダルを獲得しました。柔道、水

泳、体操、レスリングのお家芸の活躍に加

え、バドミントンなどの初のメダルも目立ち

ました。感動の競技に連日明け方までテレビ

に見入っていた人も多かったのではないで

しょうか。 

 日本躍進の背景には、近年、日本が積極的

に推し進めてきたスポーツ強化策とともに、

２０１１年のスポーツ基本法の成立や２０１

５年のスポーツ庁発足など、国を挙げた取り

組みの一つ一つがリオ五輪の成果に結びつい

たものとされています。 

 続いて、日本時間の本日、世界最高峰の障

害者スポーツの競技大会であるパラリンピッ

クの開催となり、陸上や水泳、柔道、車いす

テニスなどで、メダル獲得に期待がかかって

います。 

 今、４年後の２０２０年東京五輪・パラリ

ンピックを見据えたとき、スポーツの視野を

広げる絶好のチャンスと捉え、より多くの国

民がスポーツに親しむための環境を整備する

とともに、障害者の方への理解を深めていく

心のバリアフリー化が必要となっています。 

 本市においては、昨年１１月に、東京五

輪・パラリンピックに向けて、地域の活性化

と次世代を担う世代へ、レガシーとして引き

継いでいくとし、活動推進指針を策定されて

います。 

 そこで、障害の有無にかかわらず、誰もが

互いに個性を尊重し合う共生社会の実現と、

障害に対する理解やバリアフリー化が一層進

んでいくことを望み、次の３点についてお伺

いします。 

 はじめに、質問の１点目として、障害者ス

ポーツ振興について、本市の見解をお伺いし

ます。２点目として、パラリンピックに向け

て、市民の意識向上をどのように図っていく

のかをお伺いします。３点目として、事前合

宿誘致に向けて、環境整備をどのように進め

ていくのかをお伺いします。 

 次に、２点目に、女性の視点を生かした防

災対策についてお伺いします。 

 ８月３０日夜に上陸した台風１０号の影響

で、記録的な大雨となった北海道と東北で

は、広い範囲で浸水被害が相次ぎ、多くの市

町村で避難指示や避難勧告が出され、死者も

確認される被害となりました。 

 このような台風の爪跡が残る中での９月１

日は防災の日、そして８月３０日から９月５

日は防災週間でした。 

 防災の日は、１９２３年の関東大震災の教

訓を今世に伝え、自然災害に対する認識を深

め、防災体制を充実することの意義を確認す

るために制定されていますが、自然災害が頻

発している日本においては、防災対策は、国

だけではなく、地方自治体の取り組みが重要

です。 

 １９９５年の阪神大震災において、また、

２０１１年の東日本大震災においても、例え

ば、避難所において女性用の物資が不足した

り、授乳や着がえのための場所がなかった

り、間仕切りがなく、プライバシーが確保さ

れないなど、さまざまな場面で女性の視点が

十分に生かされているとは言えない状況が見

られました。 

 女性の視点からの防災対策は、女性だけで

はなく男性にとっても必要なことです。とい

うのも、女性の視点を防災対策に生かすとい

うことは、子供や高齢者、生活者の視点を生

かすということであり、地域の防災力向上に

つながるからです。さらには、平常時に地域

の女性防災リーダーを養成し、いざというと

きに対応できる体制をつくっておかなければ

なりません。 

 この７月、大規模災害から命と暮らしを守

るため、男女共同参画の視点を取り入れて、

避難所運営の手引を作成している三重県四日

市市の取り組みを視察してまいりました。 

 四日市市の避難所運営の手引は、東日本大

震災などの大規模災害の経験や課題を踏まえ
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て作成されており、具体的には、避難所運営

の組織づくりでの女性の参画をより促す工夫

として、誰でも安全・安心な避難所の例を挙

げ、配慮の必要な人たちのニーズをあらかじ

め例示することや、具体的な備蓄の必要物品

を例示することで、より理解しやすい工夫が

されており、トイレ、衛生、防犯対策など、

女性や要配慮者にも優しい避難所運営となっ

ています。何よりも地域住民が主体的にかか

わり、自分たちのものとして、手引をつくっ

た意義は大きいと言われています。 

 このような取り組みを背景に、本市におい

ても女性の視点を生かした防災対策の一環と

すべく、避難所運営の手引の策定について、

その取り組みをお伺いします。 

 次に、３点目の国際交流事業についてお伺

いします。 

 既に御案内のとおり、台湾台北市天母国民

中学と第五中学校は、平成１３年１２月２４

日に姉妹校締結以来、本年まで１６年間の交

流を続けています。途中、世界的に流行した

ＳＡＲＳや新型インフルエンザ、また、東日

本大震災発生の折には、相互訪問の中止をせ

ざるを得ない年もありましたが、当初は、年

２回の受け入れ、訪問の交流から、近年は隔

年で受け入れ、訪問の交流となっているとの

ことです。 

 台湾交流の狙いは三つであり、一つには、

友情と信頼の種をまく、他国との交流体験を

通して、国際的な視野を広める。二つには、

他国の文化に直接触れる機会を通して、国際

的社会人としての基盤を培う。三つとして、

夢や希望にあふれる進路選択の可能性を感じ

取り、自分の将来を見詰めるための参考とな

る体験をするとされています。 

 先般、昨年７月、台湾を訪問した際の記録

集を拝読させていただきました。ページをめ

くるごとに、台湾の方々より温かいおもてな

しを受け、貴重な体験をした生徒たちの感動

や感激とともに、この交流が１０年後、５０

年後も続いていってほしいとの願いにあふれ

るものでした。 

 そこで、国際文化都市を目指す三沢市に

とって、第五中学校の交流事業は、未来への

かけがえのない財産となるものと思い、今

後、市の国際交流事業として進めていくべき

と考えますことから、本市の御見解をお伺い

します。 

 最後に、４点目の三沢版ネウボラについて

お伺いします。 

 日々子育てに奮闘しているお母さんの中に

は、核家族化や地域とのつながりが薄いこと

で、悩みを相談する相手に恵まれず、児童虐

待など深刻な事態を引き起こすケースもある

ことから、お母さんたちが安心して子育てで

きる環境の整備が急がれています。 

 その一つとして、妊娠から出産、子育てま

で切れ目のない支援を行う、子育て世代包括

支援センター、日本版ネウボラの設置に各自

治体が動き出しており、２０１５年度末まで

に１３８市区町村で設置されています。 

 ネウボラとは、北欧のフィンランド発祥の

子育て支援拠点のことで、アドバイスする場

所との意味を持ちます。 

 保健師、看護師などの有資格者が相談に応

じ、個別の事情に沿って対応するほか、医療

機関などの調整役も担います。妊婦や子育て

中の親にとっては、必要な全ての支援をワン

ストップ、１カ所で受けられるだけでなく、

子育てや生活上の相談もでき、心の支えに

なってもらえます。 

 そこで、本市においては、妊娠から子育て

まで、母子を地域全体で支援していく体制づ

くりを進めていくため、三沢版ネウボラに向

けてはどのように取り組んでいくのか、お伺

いします。 

 以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。 

○副議長（太田博之君） ただいまの春日洋

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の東京オリンピック・パラ
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リンピックについての第２点目、パラリン

ピックへ向けての市民の意識向上への取り組

みについては私から、その他につきましては

担当部長からお答えをさせますので、御了承

願いたいと存じます。 

 三沢市では、２０２０年の東京オリンピッ

ク・パラリンピック大会に向けて、市として

可能な限りの協力を行うとともに、この貴重

な機会に、さまざまな面において、大会の開

催効果が獲得できるよう、昨年１１月に、東

京２０２０年オリンピック・パラリンピック

競技大会、三沢市における活動推進指針を策

定いたしました。 

 この指針に基づき、今年度から幾つかの事

業をスタートさせております。まず、６月に

は、東北・北海道では初となる日本財団パラ

リンピックサポートセンター主催のパラス

ポーツ体験型事業「あすチャレ！スクール」

を市内の全ての小学校で開催し、また、７月

には、日本財団パラリンピックサポートセン

ター、株式会社電通、そして、当市在住で、

リオディジャネイロ・パラリンピック、車い

すテニス、クワードクラスのコーチでありま

す橘信宏氏の協力を得まして、パラリンピッ

クに関する市民フォーラムを開催したところ

であります。 

 今後は、この支援において、教育の大きな

柱の一つと位置づけていることから、各学校

や教育委員会と協力しながら、子供たちを中

心に、体験と学びの機会を提供し、多くの市

民の方々が、直接パラリンピックやスポーツ

の楽しさを実感できるよう、パラスポーツの

体験会や講演などを、(仮称)三沢市国際交流

スポーツセンターを拠点に実施し、意識の向

上や啓発に努めてまいりたいと考えておりま

すので、よろしくお願いします。 

 以上であります。 

○副議長（太田博之君） 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） 東京オリンピッ

ク・パラリンピックに関する第１点目、障害

者スポーツの振興についてお答えいたしま

す。 

 三沢市では、市民一人一人が生活の中に、

定期的に運動する習慣を取り入れることなど

を目指し、誰でも参加できる早朝ウオーキン

グや国際交流の機会でもある国際子どもアイ

スフェスティバルなど、市民を対象とした各

種スポーツ大会を開催し、また、子供から大

人まで幅広く参加できる、統合型地域スポー

ツクラブへの支援を行うなど、スポーツの普

及、習慣化を図ってきております。 

 こうした中で、障害者スポーツにつきまし

ては、市主催での大会やスポーツ教室の開催

には至っておりませんが、施設使用料の減免

などの支援を行っているところであります。 

 今後におきましては、東京オリンピック・

パラリンピックに関した事業などを通じて、

障害の有無にかかわらず、全ての市民がス

ポーツを通じて、健康で豊かな生活を送るこ

とができるよう取り組んでまいりたいと考え

ております。 

 次に、東京オリンピック・パラリンピック

に関する第３点目、事前合宿誘致に向け、環

境整備をどのように進めていくのかについて

お答えいたします。 

 事前キャンプ誘致における環境整備につき

ましては、練習施設や宿泊施設などのほか、

外国語、食事、移動など、さまざまな面にお

いての対応が必要になるものと考えておりま

す。このうち、リオディジャネイロ・オリン

ピック開幕直前に、世界各国の競技関係者に

公開された東京オリンピック・パラリンピッ

ク組織委員会作成の事前トレーニングキャン

プガイドに、(仮称)三沢市国際交流スポーツ

センターが、県内で唯一掲載されたところで

あります。 

 また、宿泊施設につきましては、市内の宿

泊施設のバリアフリーや食事の提供等に関す

る状況調査を実施し、対応方法について検討

しているところであり、そのほかの施設など

についても、障害の種類や程度に合わせた対

応が必要となることから、選手が練習しやす

い環境を整えていかなければなりません。 

 こうしたことから、施設など、ハード面で
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の対応は不可欠でありますが、それ以上に大

事なのは、おもてなしの気持ちなど、迎える

側の対応であると考えております。市内全小

学校で実施した「あすチャレ！スクール」で

講師を務められた元車いすバスケットボール

日本代表キャプテンの根木慎志氏は、「障害

は障害者がつくるものではなく、社会がつ

くっているものであり、みんなの協力でなく

すことができる」と子供たちに語りかけてお

りました。 

 また、史上最も成功したと言われるロンド

ン・パラリンピックにおいて、成功した大き

な要因として、市民の障害者への理解である

との報告もあります。 

 ハード面における整備は、予算や整備に係

る期間などの問題から、難しい場合もありま

すが、心のバリアフリーについては、誰でも

すぐにでも取り組むことができます。事前

キャンプについては、簡単なことではありま

せんが、関係各所と連携しながら誘致に向け

て取り組んでまいりますが、キャンプ誘致の

成否にかかわらず、少子高齢化という社会を

迎えた今、障害の有無や年齢、性別、国籍を

問わず、お互いに支え合い、市民の方々が住

みやすい、暮らしやすい共生社会の実現や心

のバリアフリーの推進などを、オリンピッ

ク・パラリンピックを機に、三沢市のレガ

シーとして残してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、行政問題の第３点目、国際交流事業

についてお答えいたします。 

 第五中学校と台湾台北市立天母国民中学校

との交流は、平成１２年に、当時の第五中学

校校長と天母国民中学校関係者との偶然なる

出会いから、意気投合して始まり、第五中学

校の国際交流に賛同する地域住民の協力や、

保護者等で組織される支援団体梅桜友の会の

協力のもと、翌年には姉妹校締結がなされ、

今日まで１６年の長きにわたり相互交流が育

まれているものであります。 

 この天母国民中学校との交流は、同じアジ

ア圏で、しかも日本の隣国ということから、

歴史的にも非常に友好な関係にあり、言葉の

壁はあるものの、交流する中学生たちは、み

ずからが英語、日本語、中国語、さらには漢

字を駆使して交流に励むなど、ホームスティ

を通じて、異文化体験も、国際的感覚を養う

場としてとてもすばらしい事業であると思っ

ております。 

 御質問の台湾天母国民中学校との交流を市

の国際交流事業として、市内全中学校に推し

進めていく考えがあるのかについてでありま

すが、この交流は、人材育成の観点からも良

好なことから、今後、どのような形で市が支

援していくことが望ましいのかを検討してま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 総務部長。 

○総務部長（小泉富男君） 行政問題の女性

の視点を生かした防災対策についてお答えい

たします。 

 大規模災害が発生した場合、被災者は避難

所での長期の生活を強いられることが予想さ

れ、被災者自身が力を合わせて、行政側とも

協力しながら避難所を運営していくことが重

要であることから、市では、避難所において

予想される課題を集約し、避難所を円滑に運

営するためのマニュアルを平成１９年６月に

作成しております。 

 また、東日本大震災の教訓をもとに、避難

所生活を誰もが安心して過ごせるよう、平成

２６年度と２７年度の三沢市総合防災訓練に

おいて、青森県男女共同参画センターの傘下

にある青森被災地の地域コミュニティ再生支

援事業実行委員会と、市内の学校や町内会が

共同し、男女共同参画の視点を取り入れた、

安心できる避難所づくりをテーマに、ワーク

ショップなどを実施したところでございま

す。 

 このようなことから、市といたしまして

は、避難所運営において、女性の視点が非常

に大切であると認識しており、避難所運営マ

ニュアルは、避難所の運営をスムーズに行う

ための基本となることから、現在の避難所運
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営マニュアルに女性の視点を取り入れた見直

しを行い、よりわかりやすく、実践的なもの

を新たに作成してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（繫 範雄君） 行政問題の

４点目、三沢版ネウボラについてお答えいた

します。 

 子育て世代包括支援センターにつきまして

は、妊娠期から子育て期にわたるまでの支援

について、ワンストップで相談支援を実施す

るため、さきの通常国会で、改正児童福祉法

等が成立し、同センターの設置が市町村の努

力義務とされ、おおむね平成３２年度末まで

に、地域の実情を踏まえながら、全国展開を

目指すこととされております。 

 現在、健康推進課では、保健相談センター

において、母子健康手帳の交付の際に、全て

の妊婦さんと面談を行っており、第１子目の

妊婦さんや支援が必要と思われる妊婦さん、

訪問を希望する妊婦さんを対象に、妊婦訪問

を実施するとともに、出産を控えた御夫婦を

対象に、出産から子育てについてのアドバイ

スや体験学習ができる両親学級を実施してお

ります。 

 また、出産後には、乳児家庭全戸訪問と養

育支援訪問を実施しているほか、乳幼児の健

診として、４カ月児健診、６から７カ月児相

談、１歳６カ月児健診、２歳児歯科健診、３

歳児健診を実施しております。 

 そのほか、乳幼児健診で、発達支援が必要

なお子さんと不安を抱える保護者を対象にし

た遊びの広場、発達に心配のある５歳児を対

象に、小児科医、心理士等による５歳児発達

相談。発達相談で、事後指導が必要とされた

お子様に対しては、遊びやかかわりのプログ

ラムを通して、発達支援を行う事後指導を

行っているほか、保育園、幼稚園訪問など、

現在も関係課、医療機関及び関係団体と連携

を図りながら、相談支援を行っているところ

であります。 

 三沢版ネウボラにつきましては、保健師や

助産師、看護師等の人材確保が喫緊の課題で

はありますが、庁内及び関係機関と連携を図

りながら、検討を進めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。 

 それでは、一問一答方式で再質問させてい

ただきます。 

 行政問題、１点目でございますけれども、

３点質問をさせていただきまして、２０２０

年東京五輪・パラリンピックの事前合宿誘致

についてでありますけれども、１番と２番に

ついては再質問はございません。３番の事前

合宿誘致に向けて、環境整備をどのように進

めていくのかについて再質問させていただき

ます。 

 先ほど部長から、答弁の中でもございまし

たとおり、私も、市が主催いたしました７月

１４日に開催された市民フォーラムに出席を

させていただきました。その際、とても心に

響いた言葉がございました。それは、何のた

めに取り組むのか、明確な目標を持たなけれ

ば、効果が一過性になってしまう。また、北

海道帯広市が早くから合宿誘致に向けて、環

境整備をしてきたことを踏まえ、大会がもた

らすものを期待してばかりでは何も進まない

と、このような発言がございまして、非常に

印象に残りました。 

 積極的な取り組みの重要性ということです

けれども、市は、今後さまざまな取り組み、

ソフト面を中心にということではありました

けれども、どのような目標を持って、積極的

な取り組みをしていくのかということを、ま

ずお聞きしたいと思います。 

 また、先日頂戴いたしました活動推進指

針、６項目にわたってございます。これは一

つの課だけではなく、市庁内全体のそれぞれ

の課にかかわっていく内容ももちろんござい

ます。そこで、一つ一つの項目に沿って推進
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していくというふうに思いますと、関係部局

との連携が非常に重要になってくると思いま

すし、そこでは、チームを組んで取り組んで

いくことが必要になるかというふうに思って

おりました。これについて、まずはじめに、

お答えをいただきたいと思います。 

○副議長（太田博之君） 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） 再質問について

お答えいたします。 

 橘氏のフォーラムにつきましての御意見が

ありましたが、活動指針におきましては、教

育や人材育成といった部分を三沢版ソフトレ

ガシー推進として掲げております。 

 事前キャンプの成否にかかわらず、この機

会に、他者への理解や地域の活性化に寄与し

ていく、有形無形の新たな財産の構築を目指

し、心のバリアフリー化を図りながら、誰も

が住みやすいまちづくりを目標に取り組んで

いきたいと考えております。 

 また、ハード面でありますが、宿泊施設と

かスポーツ施設なのですが、大会参加国や地

域の選手や関係者との相互の交流、あるいは

事前キャンプ誘致が決定しますと、国の制度

でありますホストタウンに登録することがで

きます。このホストタウンに登録されます

と、公共施設や民間施設のバリアフリーの改

修、ボランティアの育成、オリンピアン・パ

ラリンピアンの講師の派遣など、国の支援が

得られることになります。このホストタウン

の登録を目指して、この制度を活用してまい

りたいと考えております。 

 また、関係部署が重要であるということで

ありますが、その辺につきましては、今後、

関係部署と検討していきたいと考えておりま

す。 

 以上であります。 

○副議長（太田博之君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る答弁

ありがとうございました。 

 今の御答弁に対して再々質問をさせていた

だきます。 

 ソフトレガシーということを重点的にと

おっしゃいました。私は、もちろん２０２０

年東京五輪・パラリンピックを、これが全て

ではございませんけれども、これまでも、そ

してこれからも、このオリンピックを一つの

きっかけとして、さらにまた、おもてなしの

心、市民皆さん、子供から大人に至るまでの

バリアフリー化を目指す、当然のことだと

思っております。 

 これまでも、さまざまな障害をお持ちの

方、また、健常者の方が障害者の方を三沢市

に招いて、一つのイベントをしたいと思った

ときに、まずは、お呼びするのに非常に困難

を極めているということを日ごろからお聞き

しています。もちろんそれは、車いすテニス

大会もそうです。また、障害をお持ちの方の

ピアノコンサートを開催している方も市内に

在住でございます。その方たちが非常に宿泊

施設を確保するということに困難を極めてい

る。もちろん民間の経営でございますけれど

も、そういうこともあわせながら、今、部長

がおっしゃったホストタウンに登録されると

国の支援がいただける。それはもちろん大き

な魅力ではありますけれども、それをただ

待っているだけというのもいかがなものかと

いうふうに思っているのです。 

 ですので、可能なところから、今までも見

直してきた、進めてきたかもしれませんけれ

ども、直接お聞きする声が、非常に心が痛む

ものが多くありますので、三沢市独自でも、

またこれからソフト面、ハード面も取り組め

るところから着手をしていくべきだと強く

思っているのです。 

 理想的な部分と、いま一度立ちどまって、

今までの市内のバリアフリー、誰にも優しい

まちづくり、住みやすいまちづくりとおっ

しゃいましたけれども、当然それは理想では

ありますけれども、そこにまだまだたどり着

いていないのではありませんかというのが私

の思います。ここについての再々質問に御答

弁をお願いしたいと思います。 

○副議長（太田博之君） 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） 再々質問にお答
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えいたします。 

 今の御質問でありますが、民間に頼らず、

ホストタウンに登録するまで待っているのか

ということでありますが、市としましては、

積極的にそちらの登録を目指しまして、ま

た、民間施設も一緒にやりまして、できる限

り市のほうも支援していきたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。ぜひよろしくお願いいたします。 

 続きまして、２点目の女性の視点を生かし

た防災対策について再質問させていただきま

す。 

 総務部長からの御答弁で、女性の視点を生

かした避難所運営の手引につきましては、こ

れまで策定している三沢市の資料をもとにし

た策定に、前向きに取り組んでいただけるこ

とになるのかなというふうに理解いたしまし

た。その理解でよろしかったでしょうか。 

 私も先日、三重県の四日市市に個人研修に

伺いました。地域実績のある女性、地域マネ

ジャーは、策定に当たって女性の視点、声、

また地域に根差したことを網羅した避難所運

営の策定ということでありました。 

 参考に皆様に、表紙でありますけれども、

これは市の防災危機管理監も非常に絶賛をし

ておりました。今までの内容は文字が多い、

説明が多い。全くそのとおりでありますけれ

ども、ここに至るまで、１ページ１ページを

めくりますと、カラーであり、色合いもピン

クであったり、また、イラストがふんだんに

取り込んでおりまして、本当にさまざまな議

論を交わし、この策定に至ったということを

お聞きいたしました。そしてまた、評判がよ

くて、市内全域、市民の皆様にこれを早速活

用していただけるものと、自慢のものである

というふうにおっしゃっておりました。 

 このことについて、今後、担当課として、

策定に向けて進めていくに当たって、さまざ

まな最寄りの機関の方々の声、思いというも

のを結集して策定していただきたいというふ

うに思っておりますけれども、担当課といた

しましては、どういう範囲での人選につい

て、今の段階でどういうような想定をしてい

らっしゃるか、今の時点での思いをお聞かせ

いただきたいと思います。 

○副議長（太田博之君） 総務部長。 

○総務部長（小泉富男君） 避難所運営マ

ニュアルの見直し方法についてお答えいたし

ます。 

 見直しについては、国の指針や他の自治体

の状況、さらには、東日本大震災の教訓を踏

まえ、ワーキンググループに女性委員を多く

採用しまして、女性の声を取り入れた、ま

た、イラストも入れた形で、わかりやすい避

難所運営マニュアルを作成してまいりたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。ぜひよろしくお願いいたします。 

 次に、３点目の国際交流事業について再質

問させていただきます。 

 先ほどの御答弁ですと、どのような形で支

援をしていけばいいのか検討していきたいと

いうことでございましたけれども、これは、

申し上げるまでもなく、予算面の支援を望ん

でおります。毎年お互いに訪問受け入れを続

けてまいりましたけれども、隔年に至った経

緯というのは、やはりそれまで継続してきた

ものが、なかなか厳しい状況にあって、最寄

りの各種団体、地域の方、企業の方々にも寄

附を募ったけれども、困難な状況になったと

いうふうに私なりに理解をさせていただいて

おりますけれども。 

 そこで、やはり三沢市は、ウェナッチとの

姉妹都市交流、これは３０年も前からの財産

ではありますけれども、姉妹校締結をしてい

る第五中、１６年の歴史を刻んでまいりまし

た。いよいよ２０２０年東京五輪・パラリン

ピックのときに、期せずして五中の交流も２

０年の佳節を迎えるということになります。
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ぜひ姉妹都市交流とあわせて、第五中の姉妹

校締結に対しても、市として予算面でのバッ

クアップをしていただきたい。 

 その際、していただけるときには、訪問の

ときだけではなく、ことしは台湾の方が三沢

市に訪問されました。受け入れと訪問、予算

的に両者に支援をいただきたいというふうに

思っておりまして、その思いを込めて、副市

長に再質問の御答弁を――冒頭にお願いする

のをうっかりいたしました。 

 ぜひ副市長、この点について、市として

の、国際交流事業と位置づけるのが、さまざ

まな面で困難であるならば、せめて子供た

ち、未来にわたる国際文化都市という三沢市

の人材を育てていくという意味で、何が困っ

ているのかということは皆さんも御案内のと

おりでございますので、どうかその点を酌み

ながらの、再質問の御答弁をお願いいたしま

す。 

○副議長（太田博之君） 副市長、答弁願い

ます。 

○副市長（米田光一郎君） 春日議員の再質

問にお答えいたします。 

 午前中、山本議員から、市と市の交流を教

育、文化、スポーツ、経済、これらの方向に

進化させていくと、そういう提言がございま

した。これは非常に自然な流れでございま

す。ただ、今回の春日議員の要望は、これと

は逆の流れでございます。逆の流れだから悪

いということではございませんが、慎重に検

討すべきものと考えております。 

 とりわけ、平成１３年に姉妹校締結したと

きの交流の趣旨とか、現在の当事者の考え

方、これらを十分見きわめた上で検討するこ

とが肝要だと考えております。 

 ただ、第五中学校と天母中学校の姉妹校の

交流につきましては、三沢市総合振興計画、

後期基本計画の国際化の推進の中でも、これ

を支援していくということをうたっておりま

すので、姉妹校である第五中学校の考え方等

を尊重しながら、どのような形での支援が望

ましいか、予算面、さらに人の配置も含めま

して、さまざまな角度から検討したいと思っ

ております。 

 以上であります。 

○副議長（太田博之君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） 突然で申しわけあ

りません。再質問に係る御答弁ありがとうご

ざいました。 

 再々質問をさせていただきます。突然であ

りますので、副市長も言葉を吟味しながら、

ここで発言してしまうというところかなとい

うふうに、それは理解いたしますけれども、

私個人的には、今急に、ことし大変な状況が

出たわけではありません。教育委員会を中心

に、教育委員会のほうにもＰＴＡのＯＢの

方、梅桜友の会の方、あらゆる、台湾との交

流は、ただ五中が楽しくてやっているのでは

なくて、それは、子供たちに世界への視野を

広めさせて、人材に成長させていきたい。い

ろいろな方法があるけれども、せっかくいた

だいた御縁を大事にしたい。絶やしたくない

ということが一番です。必死でそれを守って

続けてきたけれども、本当に万策尽きたよう

な状況になっているのかというふうに思って

おります。 

 私も先日、幸いなことに機会をいただきま

して、歓迎の式典に行きまして、触れること

ができました。どれほどの思いなのかなとい

うことも非常に肌で感じましたし、教育委員

会は非常にそのことは理解をしつつ、ですけ

れども、あえてきょう、こうして一般質問に

取り上げさせていただいたのは、市長以下執

行部の皆様にも、見聞きはしているでしょう

けれども、情報としては、ひたひたと耳に

入っているかと思いますけれども、やはり

しっかりとした支援の形をつくっていただき

たい。 

 それは、私が思うには、明年は第五中が三

沢市から台湾を訪問することが決まっている

わけですので、明年に向けてしっかりと取り

組みの明確な検討をしていただきたいという

ことを強く望んでの再々質問ですので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 
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○副議長（太田博之君） 答弁願います。 

 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 再々質問にお答

えいたします。 

 先ほども申し上げましたが、市の方針とし

て、これは、支えていくということを総合振

興計画の中に明記しておりますので、予算

面、人事の配置含めて検討したいと思いま

す。 

 以上であります。 

○副議長（太田博之君） 春日議員。 

○１２番（春日洋子君） どうぞよろしくお

願いいたします。 

 最後になります。４点目の三沢版ネウボラ

について再質問させていただきます。 

 先ほどの担当部長の御答弁の中にもありま

したけれども、さきの通常国会で、ネウボラ

の設置を市区町村の努力義務とする改正児童

福祉法が成立いたしました。これは画期的な

ことで、意義が大きいというふうに皆様から

位置づけられております。 

 また、国におきましては、今年度予算に、

ネウボラを２５１市区町村に拡大する予算が

計上されております。私も三沢市において

も、今後また順次、準備が整ったら三沢版ネ

ウボラが拡充していただきたいという願いの

もとにですけれども。 

 同様に、私も７月に三重県名張市に行政視

察をさせていただきました。先駆的に取り組

んでいる名張市でございます。名張市の取り

組みは、本当に年数がひたひたと、１年１年

かけていっていますので、三沢市は一足飛び

にそこにたどり着くことは厳しい状況ではあ

りますけれども、まず手始めの第一歩を踏み

出していただきたいという思いです。 

 母子を地域全体で支援している事例という

ことで、名張市の取り組みを学ばせていただ

きましたけれども、まずは、三沢市におきま

しても、幸い建設中の子ども館がございます

ので、この子ども館に有資格者を配置して、

三沢版ネウボラの取り組みを、まずは第一

歩、スタートしていただきたいというふうに

思っております。これにつきまして、子ども

館の担当部長に御見解、そのことを網羅しな

がら建設、そして内容の精査もしながら、三

沢版ネウボラが子ども館にできるのだという

ふうなところを思っておりました。それにつ

いての御答弁をいただきたいと思います。 

○副議長（太田博之君） 答弁願います。 

 福祉部長。 

○福祉部長（中村健一君） 春日議員の再質

問にお答えをさせていただきます。 

 御承知のように、子ども館は、子供たちが

季節にかかわらず、そしてまた、天候にかか

わらず、安心して安全な遊びをできる、そう

いう環境をつくることを、今、第一義として

基本設計に取り組んでいるところでございま

す。 

 そしてまた、そこに集う、今、春日議員か

らお話がありました、保護者の方々、とりわ

け、お母様方、子育てにおいてたくさんの悩

み、生活に関しても悩みをお持ちだと思いま

す。そういった方々にしっかりと対応できる

ような、そういう有資格者の方々を配置して

いきたいなというふうに私どもも考えており

ます。ただ、これには、福祉だけではでき得

るものではございませんので、今後、関係課

と協議をして、その辺のことをしっかり整え

た上で、子ども館での、そういったものを

やっていきたいなというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） 以上で、春日洋子

議員の質問を終わります。 

 これをもって、一般質問を終わります。 

───────────────── 

  ◎日程第 ２ 認定第 １号から 

   日程第２１ 議案第６９号まで 

○副議長（太田博之君） 次に、日程第２ 

認定第１号平成２７年度三沢市一般会計歳入

歳出決算認定についてから日程第２１ 議案

第６９号平成２７年度三沢市水道事業会計未

処分利益剰余金の処分についてまでを一括議

題といたします。 
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───────────────── 

  ◎日程第２２ 議案質疑 

○副議長（太田博之君） 日程第２２ ただ

いま一括議題といたしました全議案に対し、

議案質疑を行いますが、通告がありませんの

で、議案質疑を終結します。 

───────────────── 

  ◎日程第２３ 議案第７０号 

○副議長（太田博之君） 日程第２３ 議案

第７０号財産の処分についてを議題といたし

ます。 

 この議案は、本日、当局より追加議案とし

て提出されたものです。 

 提案理由の説明を願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） 本日、追加上程され

ました議案の概要について御説明申し上げま

す。 

 議案第７０号財産の処分についてでありま

す。 

 工場用地として土地を処分するため、議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例に基づき提案したものであり

ます。 

 何とぞ慎重御審議の上、御議決賜りますよ

うにお願いを申し上げます。 

 以上であります。 

○副議長（太田博之君） これより、質疑を

行います。 

 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） それでは、議長の

お許しをいただきましたので、本日、追加提

案された議案第７０号財産の処分を求めるこ

とに対し、議案質疑をいたします。 

 市有財産処分は、本市の市政発展につなが

るものでなければなりません。今回処分する

財産の土地は、いわゆる細谷工業団地に近い

場所であります。その処分額は４,２８８万

１,５２０円で、その契約の相手方は、株式会

社司食品工業と相なっているところでありま

す。 

 そこで、この相手方の司食品工業は、一体

どんな企業で、その当該地でどんな工場、事

業に取り組むのか。そして、今後の事業規模

と、どのぐらいの従業員の数を予定し、事業

誘致の本市に対する雇用拡大がなされるの

か。 

 また、当該土地に接するスターゼン社が、

マスコミ報道によれば、事業拡張を目指し、

本市と、近くの土地購入に向けて協議してい

るとのことであり、問題は、今回の財産処分

の土地との関連はかち合わないのか、答弁を

求めるものであります。 

 以上で、私の議案第７０号財産の処分につ

いての議案質疑を終わります。 

○副議長（太田博之君） ただいまの山本議

員の質疑に対する当局の答弁を願います。 

 政策部長。 

○政策部長（山本剛志君） ただいまの議案

第７０号についてお答えいたします。 

 会社の事業の内容でありますが、会社名、

株式会社司食品工業、本社所在地は、議案書

に書いているとおり、東京都新宿区西新宿５

丁目２０番７号であります。 

 事業の内容としましては、天然調味料の製

造、天然油脂、天然調味油脂、食品添加物等

の販売であります。事業所等でありますが、

青森県の東北町に、東北第１工場と東北第２

工場があります。 

 三沢市の立地計画でありますが、工場の建

設は、今の予定でありますが、平成２９年３

月から工場を建設し、操業開始は平成２９年

８月１５日を予定しております。 

 従業員でありますが、当初は３０名という

ことで、三沢、地元従業員を３０名全て新規

雇用する予定であります。 

 事業の内容でありますが、こちらにつきま

しては、食肉エキスを中心とした天然調味料

の製造に付随する業務ということでありま

す。売上高、これは目標でありますが、平成

３０年度の目標で３０億円を予定しておりま

す。 

 スターゼンとの場所の競合でありますが、

そちらにつきましては、新聞報道でありまし
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たが、そこの場所とは競合しないで、隣接地

に山林を取得するということであります。 

 以上でございます。 

○副議長（太田博之君） ほかにございます

か。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（太田博之君） 質疑を終結しま

す。 

───────────────── 

  ◎日程第２４ 特別委員会の設置及

び議案の付託 

○副議長（太田博之君） 日程第２４ 特別

委員会の設置及び議案の付託を行います。 

 お諮りします。 

 ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、１６名をもって構成

する決算審査特別委員会、８名をもって構成

する予算審査特別委員会、同じく８名をもっ

て構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ

設置し、これに付託の上、慎重に行いたいと

思いますが、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（太田博之君） 御異議なしと認め

ます。 

 よって、決算審査特別委員会、定数１６

名、予算審査特別委員会、定数８名、条例等

審査特別委員会、定数８名をそれぞれ設置

し、これに付託することに決しました。 

 それでは、議案の付託を行います。 

 決算審査特別委員会には、認定第１号平成

２７年度三沢市一般会計歳入歳出決算認定に

ついてから認定第９号平成２７年度三沢市立

三沢病院事業会計決算認定についてまで及び

議案第６９号平成２７年度三沢市水道事業会

計未処分利益剰余金の処分についての計１０

件を、予算審査特別委員会には、議案第５９

号平成２８年度三沢市一般会計補正予算（第

２号から議案第６１号平成２８年度三沢市介

護保険特別会計補正予算（第１号）までの計

３件を、条例等審査特別委員会には、議案第

６２号三沢市防災会議条例の一部を改正する

条例の制定についてから議案第６８号訴えの

提起についてまで及び議案第７０号財産の処

分についての計８件を、それぞれ付託をいた

します。 

───────────────── 

  ◎日程第２５ 特別委員会委員の選

任 

○副議長（太田博之君） 日程第２５ 特別

委員会の委員の選任を行います。 

 ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。 

 なお、特別委員会委員の方々は、次の休憩

中に委員長、副委員長をそれぞれ互選し、議

長まで報告願います。 

 また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、決算審査特別委員

会を大会議室において、引き続き、予算審査

特別委員会を大会議室、条例等審査特別委員

会を第２会議室において、それぞれ願いま

す。 

 この際、委員会開催のため、暫時休憩いた

します。 

午後 ２時４６分 休憩   

──────────────── 

午後 ２時５５分 再開   

○副議長（太田博之君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。 

 先ほど設置されました３特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。 

 決算審査特別委員会委員長、舩見亮悦委

員、副委員長山本彌一委員。予算審査特別委

員会委員長、西村盛男委員、副委員長、佐々

木卓也委員。条例等審査特別委員会委員長、

堀光雄委員、副委員長、澤口正義委員と、そ

れぞれ決しました。 

───────────────── 

○副議長（太田博之君） 以上で、本日の日

程は終了しました。 

 なお、明日から１４日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。 
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 次回本会議は、１５日午前１０時から会議

を開きます。 

 本日は、これをもって散会します。 

 お疲れさまでした。 

午後 ２時５６分 散会   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


